
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも導電性基体、該導電性基体上に形成される光導電層及び表面層を有する電子
写真感光体と、該電子写真感光体を帯電させる帯電手段と、像露光を行うことにより該電
子写真感光体上に静電潜像を形成する潜像形成手段と、該静電潜像を該電子写真感光体上
でトナーによって可視化しトナー像を形成する現像手段と、該トナー像を転写材に転写す
る転写手段とを有する画像形成装置において、
　前記電子写真感光体の表面層は、少なくとも水素を含有する非単結晶炭素膜から成り、
かつ、表面の１０μｍ×１０μｍの範囲における算術平均粗さ（Ｒａ）が０乃至１００ｎ
ｍであり、
　前記帯電手段は、導電性微粉体と、この導電性微粉体を表面に担持する帯電部材とを有
し、該導電性微粉体が該電子写真感光体と当接部を形成し、該帯電部材に電圧を印加する
ことによって該電子写真感光体を帯電させる帯電手段であり、
　
　前記トナーは、少なくとも結着樹脂及び磁性体を含有するトナー粒子と、無機微粉体と
を含み、平均円形度が０．９５０乃至１．０００である磁性トナーであって、７９．６ｋ
Ａ／ｍ下において、飽和磁化が１０乃至５０Ａｍ２ ／ｋｇであることを特徴とする画像形
成装置。
【請求項２】
　前記電子写真感光体の表面の１０μｍ×１０μｍの範囲における算術平均粗さ（Ｒａ）
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前記帯電部材はアスカーＣ硬度が５０度以下のローラー部材であり、



が５乃至８０ｎｍであることを特徴とする請求項１に記載の画像形成装置。
【請求項３】
　前記電子写真感光体の前記光導電層が、少なくとも水素及びハロゲンのいずれかを含み
、シリコンを主体とする非単結晶材料から成ることを特徴とする請求項１または２に記載
の画像形成装置。
【請求項４】
　前記非単結晶炭素膜の水素量が該炭素膜全量に対して４１原子％～６０原子％であるこ
とを特徴とする請求項１乃至３のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　前記電子写真感光体の前記光導電層と前記表面層の間に、少なくとも水素及びハロゲン
のいずれかを含み、シリコンを主体とし、炭素、酸素、窒素から選ばれる少なくとも１つ
以上の原子を更に含有する非単結晶材料から成るバッファ層を有することを特徴とする請
求項１乃至４のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項６】
　前記バッファ層が、更に周期律表第３Ｂ族及び第５Ｂ族の中の少なくとも１つ以上の原
子を含有することを特徴とする請求項５に記載の画像形成装置。
【請求項７】
　前記表面層が、１～４５０ＭＨｚの高周波を用いたプラズマＣＶＤ法
による炭化水素系ガスの分解によって堆積製膜されたことを特徴とする請求項１乃至６の
いずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項８】
　前記表面層が、少なくとも炭化水素系のガスを１３．５６ＭＨｚ、または１０５ＭＨｚ
の高周波を用いたプラズマＣＶＤ法で分解することによって製膜されたことを特徴とする
請求項１乃至６のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項９】
　前記帯電手段は、前記当接部において、前記帯電部材の表面が前記電子写真感光体の表
面に対して相対的速度差を有して移動しながら電子写真感光体を帯電することを特徴とす
る請求項１乃至８のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項１０】
　前記帯電手段は、前記当接部において、前記帯電部材と前記電子写真感光体が互いに逆
方向に移動しつつ電子写真感光体を帯電することを特徴とする請求項９に記載の画像形成
装置。
【請求項１１】
　前記帯電部材は多孔体表面を有する弾性体であることを特徴とする請求項１乃至１０の
いずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項１２】
　前記帯電部材はアスカーＣ硬度が２５度以上５０度以下のローラー部材であることを特
徴とする請求項 に記載の画像形成装置。
【請求項１３】
　前記帯電部材は体積固有抵抗が１×１０３ 乃至１×１０８ Ω・ｃｍのローラー部材であ
ることを特徴とする請求項１乃至 に記載の画像形成装置。
【請求項１４】
　前記導電性微粉体の抵抗が１×１０９ Ω・ｃｍ以下であることを特徴とする請求項１乃
至 のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項１５】
　前記現像手段が、可視化像を前記転写材上に転写した後に前記電子写真感光体表面に残
留したトナーを回収するクリーニング手段を兼ねることを特徴とする請求項１乃至 の
いずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項１６】
　前記導電性微粉体が前記トナーの表面に付着していることを特徴とする請求項１乃至
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のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項１７】
　前記トナー表面に付着する前記導電性微粉体が、前記現像手段で該電子写真感光体に付
着し、前記転写手段の後も該電子写真感光体上に残留し運ばれて該帯電手段に到達するこ
とを特徴とする請求項 に記載の画像形成装置。
【請求項１８】
　前記帯電手段において、前記導電性微粉体を収容し、前記帯電部材表面に該導電性微粉
体を供給する導電性微粉体補給手段を有することを特徴とする請求項１乃至 のいずれ
か一項に記載の画像形成装置。
【請求項１９】
　前記トナーの平均円形度が０．９５０乃至０．９９５であることを特徴とする請求項１
乃至 のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項２０】
　前記無機微粉体が、疎水化処理されていることを特徴とする請求項１乃至 のいずれ
か一項に記載の画像形成装置。
【請求項２１】
　前記無機微粉体はシリコーンオイルで疎水化処理されていることを特徴とする請求項１
乃至 のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、アモルファスシリコン電子写真感光体と接触帯電手段と球形トナーを用いた画
像形成装置及び画像形成方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、画像形成装置、例えば普通紙複写機、レーザープリンター、ＬＥＤプリンター、液
晶プリンター等に用いられる感光体への帯電装置はコロナ帯電器を使うのが一般的であり
、広く使われている。コロナ帯電器は直径５０～１００μｍ程度の金属ワイヤーに５～１
０ｋＶ程度の高電圧を印加し、雰囲気を電離することで対向物を帯電するものである。
【０００３】
コロナ帯電器は、その構造上、コロナ放電にともない、オゾンを大量に発生してしまう。
このため、繰り返し使用によりオゾンやコロナ生成物が感光体表面に付着し、この影響で
感光体の表面が湿度に敏感となり水分を吸着し易くなる。これが高温、高湿環境下で感光
体表面の電荷の横流れの原因となり、画像流れといわれる画像品質低下を引き起こす欠点
を有している。特にアモルファスシリコンを用いた電子写真感光体（以下、「ａ－Ｓｉ感
光体」と呼ぶ）は表面硬度が高く、耐刷枚数が多い反面、表面が削れにくいため、一度付
着したコロナ生成物が取り除きにくく影響が大きい。
【０００４】
また、コロナ帯電器の別の問題点としては、感光体の膜厚ムラや抵抗の分布の影響を受け
やすく、このため表面電位にムラが発生し、その結果、画像上の濃度ムラを引き起こす場
合があった。
【０００５】
このような画像品質の問題点を解決すべく、各種の帯電装置が提案されている。
特開昭６３－２０８８７８号公報等に記載されているような接触帯電装置は、電圧を印加
した帯電部材を被帯電体に当接させて感光体表面を所用の電位に帯電するものである。こ
れらは、コロナ帯電装置に比べ、被帯電体面に所望の電位を得るのに必要とされる印加電
圧の低電圧化が可能なため、電源の簡素化が図れること、帯電過程で発生するオゾン量が
ゼロ乃至極微量であるため、オゾン生成物による画像流れの発生が低減できる、という特
徴がある。また、接触帯電装置では感光体の表面電位は印加電圧に応じてほぼ均一に帯電
されるため、画像濃度ムラがほとんどないなどの長所を有している。
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【０００６】
一連の接触帯電部材のさまざまな改善といった進み方の中で、特開平１０－３０７４５４
号公報等では、導電性と弾性を有した帯電部材の表面に導電性微粉体を担持するように構
成された帯電部材を感光体に接触させて帯電を付与する機構の新方式が提案されている。
【０００７】
更に高画質化の試みはトナーの改良からも行われている。すなわち、従来の粉砕トナーに
代わって重合トナーが用いられるようになりつつある。重合トナーは、形状がほぼ均一な
球状であり、粒径のばらつきも少ないことから流動性に優れ、また、粒子表面への着色剤
等の露出等が生ぜず、均一な摩擦帯電性を有するために高画質化に有利となる。また、ワ
ックスを内包化することができ、良好な定着性，耐オフセット性が得られる。このため、
高画質機において徐々に採用が広がりつつある。
【０００８】
また、近年、画像形成装置の小型化にも注目が集まっている。画像形成装置では、一般に
潜像をトナーで現像して可視像とし、紙等の転写材にトナー画像を転写した後、転写材上
に転写されずに感光体上に残ったトナー粒子はクリーニング工程により感光体上より除去
される。しかし、このクリーニング工程については、従来ブレードクリーニング、ファー
ブラシクリーニング、ローラークリーニング等が用いられていたが、装置面からみると、
かかるクリーニング装置を具備するために装置が必然的に大きくなり装置のコンパクト化
のネックになっていた。
【０００９】
更には、エコロジーの観点より、クリーニング工程から出る廃トナーは好ましくなく、ま
た、トナーの有効活用という意味からも廃トナーの出ないシステムが望まれていた。
【００１０】
これらの要請に応える一つの手段として、現像兼クリーニングまたはクリーナーレスと呼
ばれる技術を用いた画像形成装置が提案されている。クリーナーレス画像形成装置とは、
従来のクリーニング装置をなくし、電子写真感光体表面に残留した転写残トナーを現像手
段において回収し、同時に現像も行うものである。この技術を用いれば、クリーナー部分
のスペースを省略することが出来、画像形成装置のコンパクト化に貢献できる。また、廃
トナーが出ないことから環境に優しく、トナーの利用効率が上がるというメリットがある
。
【００１１】
以上のように、接触帯電装置によるボケ・ムラのない均一な潜像形成と、重合トナーによ
る忠実な顕像形成や、クリーナーレスによる小型化、エコロジーの特徴を組み合わせるこ
とにより、更なる高機能の画像形成装置の開発がなされつつある。
【００１２】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、上記のような電圧印加式の接触帯電装置を電子写真感光体の帯電手段として利
用した場合、次のような問題がある。
【００１３】
接触帯電装置では、マクロに見たときの帯電電位均一性は良好であるものの、ミクロに見
た場合、その構成上、帯電部材などが接触した跡（掃きムラ）が現れる場合があり、帯電
装置と電子写真感光体を均一に接触させるために、帯電装置と感光体の相対速度を高めて
摺擦量を多くする必要がある。この摺擦の影響として、微少ではあるものの感光体の表面
を削る作用がある。この摩耗量はわずかではあるが、ａ－Ｓｉ感光体は元々長寿命である
ため、この微少な削れ量も長期に渡ると多大な影響を与える場合があった。従って、感光
体表面の削れ量を減らしながら、いかに接触性を向上させるかという課題があった。
【００１４】
また、帯電ムラ以外の課題としては、接触帯電装置の劣化の問題がある。例えば弾性帯電
部材式接触帯電器の場合には帯電部材が摩耗したり、変形したりする問題がある。このよ
うな劣化が発生すると、帯電不良が発生したり、画像劣化が発生するため、接触帯電装置
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の長寿命化という課題があった。
【００１５】
また、クリーナーレス構成の画像形成装置においては、いかに現像器で転写残トナーを回
収するかという課題がある。このため、従来のクリーナーありの画像形成装置に比べてど
うしても画像カブリが悪化しがちであり、もう一段の改善が求められていた。
【００１６】
このクリーナーレス画像形成装置における画像カブリの問題は複写プロセスが高速になる
ほど厳しくなる傾向があり、近年の高速化の要求に対応可能な画像形成装置が求められて
いた。
【００１７】
本発明は、上記のごとき問題点を克服したａ－Ｓｉ感光体を用いた高画質の画像形成装置
及び画像形成方法を提供することを目的とする。
すなわち本発明は、コロナ放電によるオゾン生成物の発生がなく、廃トナーなどを排出せ
ず、クリーナーレスの構成においても画像カブリなどの弊害がなく、ａ－Ｓｉ感光体が均
一に帯電され、ａ－Ｓｉ感光体の摩耗がなく接触帯電装置の寿命も長く、トナーの利用効
率が高くエコロジーで、最小のメンテナンスコストで長期間安定して稼働し、ムラがなく
、ハーフトーン画像において掃きムラやガサツキのない鮮明な画像が得られ、さまざまな
環境下において画像ボケや画像流れのない高品質の画像が得られる画像形成装置及び画像
形成方法を提供することを目的とする。
【００１８】
【課題を解決するための手段】
本発明は、少なくとも導電性基体、該導電性基体上に形成される光導電層及び表面層を有
する電子写真感光体と、該電子写真感光体を帯電させる帯電手段と、像露光を行うことに
より該電子写真感光体上に静電潜像を形成する潜像形成手段と、該静電潜像を該電子写真
感光体上でトナーによって可視化しトナー像を形成する現像手段と、該トナー像を転写材
に転写する転写手段とを有する画像形成装置において、電子写真感光体の表面層は、少な
くとも水素を含有する非単結晶炭素膜から成り、かつ、表面の１０μｍ×１０μｍの範囲
における算術平均粗さ（Ｒａ）が０乃至１００ｎｍであり、帯電手段は、導電性微粉体と
、この導電性微粉体を表面に担持する帯電部材とを有し、該導電性微粉体が該電子写真感
光体と当接部を形成し、該帯電部材に電圧を印加することによって該電子写真感光体を帯
電させる帯電手段であり、該トナーは、少なくとも結着樹脂及び磁性体を含有するトナー
粒子と、無機微粉体とを含み、平均円形度が０．９５０乃至１．０００である磁性トナー
であって、７９．６ｋＡ／ｍ下において飽和磁化が乃至５０Ａｍ 2／ｋｇであることを特
徴とする画像形成装置を提供する。
【００１９】
また、本発明は、少なくとも導電性基体、該導電性基体上に形成される光導電層及び表面
層を有する電子写真感光体と、該電子写真感光体を帯電させる帯電手段と、像露光を行う
ことにより該電子写真感光体上に静電潜像を形成する潜像形成手段と、該静電潜像を該電
子写真感光体上でトナーによって可視化する現像手段と、該トナー像を転写材に転写する
転写手段とを用いる画像形成方法において、電子写真感光体の表面層は、少なくとも水素
を含有する非単結晶炭素膜から成り、かつ表面の１０μｍ×１０μｍの範囲における算術
平均粗さ（Ｒａ）が０乃至１００ｎｍであり、帯電手段は、導電性微粉体と、この導電性
微粉体を表面に担持する帯電部材とを有し、該導電性微粉体が該電子写真感光体と当接部
を形成し、該帯電部材に電圧を印加することによって該電子写真感光体を帯電させる帯電
手段であり、トナーには、少なくとも結着樹脂及び磁性体を含有するトナー粒子と、無機
微粉体とを含み、平均円形度が０．９５０乃至１．０００である磁性トナーであって、７
９．６ｋＡ／ｍ下において飽和磁化が１０乃至５０Ａｍ 2／ｋｇであるトナーを用いるこ
とを特徴とする画像形成方法を提供する。
【００２０】
本発明者らは、ａ－Ｓｉ感光体を用いた画像形成装置において、高機能化の検討を鋭意行
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ってきた。その結果、ａ－Ｓｉ感光体をコロナ帯電器によって帯電した場合に問題となる
画像流れや帯電ムラをなくすためには接触帯電方式の帯電器を使用し、かつ、鮮明な画像
を形成するために重合トナーを用いることが有効であるとの結論に至った。
【００２１】
しかし、接触帯電装置では掃きムラと呼ばれる、ローラー帯電部材などが接触した跡が画
像上に現れることがあるため、帯電部材とａ－Ｓｉ感光体との相対速度をかなり上げて摺
擦を行う必要がある。この場合、硬度の高いａ－Ｓｉ感光体といえども、長期に渡る使用
においては感光体の表面が削れてしまう場合があった。
【００２２】
これらの問題に対して、ａ－Ｓｉ感光体の最適化を鋭意検討した結果、ａ－Ｓｉ感光体の
表面を構成する材料として、少なくとも水素を含有し、炭素を主体とする非単結晶材料、
いわゆる水素化アモルファスカーボン（以下、「ａ－Ｃ：Ｈ」と記す）を用いることが効
果的であることを見いだした。ａ－Ｃ：Ｈ膜は硬度が従来の材料よりも遙かに高いため、
帯電部材によって摺擦されても従来よりも長寿命を達成できることが判明した。更に、表
面形状について削れ量との相関を調べた結果、表面の粗さは平滑なほうが耐摩耗性がアッ
プすることが判明した。より詳しくは、算術平均粗さＲａを１００ｎｍ以下にすることで
実用上、充分な耐摩耗性が得られることが判明した。
【００２３】
また、ａ－Ｃ：Ｈ膜には表面の潤滑性が向上するという別の利点も見られた。すなわち、
接触帯電器の帯電部材として用いられる弾性ローラーなどの接触子のヘタリが減少するた
め、接触帯電器の劣化の低減という副次的効果があることが判明した。
【００２４】
一方、本発明者らは複写機のコンパクト化、廃トナーレス、トナー利用効率アップのため
に、クリーナーをなくした構成とした画像形成装置における画像カブリの問題に対しても
検討を行った。その結果、クリーナーレスにおいては、球形トナー、例えば重合トナーが
適していることが分かった。これは、重合トナーが表面に均一に電荷が分布した状態で帯
電するという性質を有し、また、形状が球形であるために、感光体との鏡映力、ファンデ
ルワールス力が共に小さくためと考えられる。その結果、感光体との付着力が小さくなり
、転写残トナーが少なくなると共に、現像器でのトナー回収効果も大きくなるので、クリ
ーナーレス、現像兼クリーニングが容易となるのである。
【００２５】
しかし、重合トナーを用いたとしても、高速なプロセス条件において画像カブリを完全に
なくすことは困難であった。そこで更に重合トナーに最適な電子写真感光体の表面の検討
を行った。その結果、感光体の表面をａ－Ｃ：Ｈ膜に置き換えることによりかなり画像カ
ブリが低減されることが判明した。これはａ－Ｃ：Ｈという材料の表面自由エネルギーが
低く、撥水性が高いことが関係しているものと考えられる。しかし、ａ－Ｃ：Ｈ表面層を
用いても、あらゆる環境下で完全に画像カブリをなくすにはもう一段の工夫が必要であっ
た。
【００２６】
本発明者らは更に表面性の検討を進めた。その結果、感光体表面の算術平均粗さＲａを１
００ｎｍ以下の凹凸の少ない面に調整することで、さまざまな環境下においても画像カブ
リが劇的に改善されることが判明した。この詳細については現時点で不明であるが、感光
体表面の凹凸が少なくなることによって重合トナーとの接触面積が更に減少し、現像器で
のトナー回収性が向上したのではないかと考えている。
【００２７】
以上述べてきたように、本発明は接触帯電装置、重合トナー、表面層がａ－Ｃ：Ｈからな
る感光体という３者を組み合わせることによって初めて、環境に左右されない、長寿命、
高画質のクリーナーレス画像形成装置を可能としたものである。
【００２８】
【発明の実施の形態】
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以下に図面を用いて本発明の実施の形態を具体的に説明する。
【００２９】
「本発明に用いられるａ－Ｓｉ感光体（電子写真感光体）」
図１に本発明に用いられる電子写真感光体の一例を示す。
本例の電子写真感光体は、例えばＡｌ、ステンレス等の導電性材料からなる導電性基体１
０１上に、光導電層１０２および表面層１０３を順次積層したものである。本発明におい
ては光導電層１０２の材料としてａ－Ｓｉ、表面層の材料としてａ－Ｃ：Ｈが用いられる
。光導電層１０２には、さらに表面層１０３との界面に必要に応じてアモルファス炭化珪
素、アモルファス窒化珪素、アモルファス酸化珪素などからなるバッファ層１０５を設け
てもよい。
【００３０】
また、光導電層１０２と導電性基体１０１の間には、導電性基体１０１からのキャリアの
注入を阻止すると共に、光導電層１０２の密着性を改善する下部阻止層１０４をさらに設
けてもよい。尚、バッファ層１０５、下部阻止層１０４には３Ｂ族元素、５Ｂ族元素とい
ったドーパントを選択して含有させることにより、正帯電、負帯電といった帯電極性の制
御も可能となる。
【００３１】
更に本発明に用いられる光導電層１０２は少なくともシリコン原子を含む非晶質材料で構
成された不図示の電荷発生層と、電荷輸送層に機能を分離した機能分離型感光体としたも
のであってもよい。この電子写真感光体では、光を照射すると主として電荷発生層で光キ
ャリアーが生成され、電荷輸送層を通って導電性基体１０１に至る。
【００３２】
導電性基体１０１の形状は電子写真感光体の駆動方式などに応じた所望のものとしてよい
。基体材質としては上記Ａｌやステンレスの如き導電性材料が一般的であるが、例えば各
種のプラスチックやセラミックス等、特には導電性を有しないものにこれら導電性材料を
蒸着するなどして導電性を付与したものも用いることができる。
【００３３】
「本発明に用いられるａ－Ｃ：Ｈ表面層」
本発明に用いられる表面層１０３は、少なくとも水素を含有する非単結晶質の炭素から成
る。ここで言う非単結晶炭素とは、黒鉛（グラファイト）とダイヤモンドとの中間的な性
質を持つアモルファス状の炭素を主に表しているが、微結晶や多結晶を部分的に含んでい
ても良い。この表面層１０３は自由表面を有し、主に長期間の使用における摩耗や傷の防
止、カブリの低減といった本発明の目的を達成するために設けられる。
【００３４】
表面層１０３は、後述する光導電層等と同様に、圧力調整可能な密閉系内に原料ガスを導
入し、系内で放電を発生させて原料ガスを分解し、基体上に層を製膜する方法、例えば原
料ガスとして常温常圧でガス状の炭化水素を用いたプラズマＣＶＤ法や、スパッタリング
法、イオンプレーティング法等によって作製可能であるが、後述するプラズマＣＶＤ法を
用いて作製した膜は透明度、硬度共に高く、感光体の表面層として用いるには好ましい。
【００３５】
また、表面層１０３を作製する際のプラズマＣＶＤ法に用いる放電周波数としては如何な
る周波数も用いることが出来、工業的にはＲＦ周波数帯と呼ばれる１ＭＨｚ以上、５０Ｍ
Ｈｚ未満、代表的には１３．５６ＭＨｚの高周波や、ＶＨＦ周波数帯と呼ばれる５０ＭＨ
ｚ以上、４５０ＭＨｚ以下、代表的には１０５ＭＨｚの高周波を好適に用いることが出来
る。
【００３６】
本発明において炭素供給用ガスとなり得る物質（炭化水素系ガス）としては、ＣＨ 4、Ｃ 2

Ｈ 6、Ｃ 3Ｈ 8、Ｃ 4Ｈ 1 0等のガス状態の、またはガス化し得る炭化水素が有効に使用される
ものとして挙げられ、更に層作製時の取り扱い易さ、炭素供給効率の良さ等の点でＣＨ 4

、Ｃ 2Ｈ 6が好ましいものとして挙げられる。また、これらの炭素供給用の原料ガスを必要
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に応じてＨ 2、Ｈｅ、Ａｒ、Ｎｅ等のガスにより希釈して使用してもよい。
【００３７】
ａ－Ｃ：Ｈからなる表面層１０３は、表面の１０μｍ×１０μｍの範囲における算術平均
粗さ（Ｒａ）が０ｎｍ以上１００ｎｍ以下に、より好ましくは５ｎｍ以上８０ｎｍ以下に
調整される。表面層１０３の算術平均粗さが１００ｎｍよりも大きいと、表面層の平滑性
が失われ、十分な耐摩耗性を発揮できない場合がある。
【００３８】
本発明でいうところの１０μｍ×１０μｍの範囲における算術平均粗さＲａは、ＪＩＳ規
格Ｂ０６０１に定義されている算術平均粗さＲａを３次元に拡張したものである。「基準
面から指定面までの偏差の絶対値を平均した値」と表現でき、次式で与えられる。
【００３９】
算術平均粗さを求めようとする面の形状を
【数１】
　
　
で表し、基準面Ｚ 0を、
【数２】
　
　
　
で表すとき、算術平均粗さＲａは
【数３】
　
　
　
で与えられる。ここで、Ｌは測定する領域の一辺の長さである。なお、本発明においては
、Ｌは１０μｍである。また、Ｒａの値はナノメートル（ｎｍ）で表している。
【００４０】
本発明において、具体的な算術平均粗さＲａの求め方としては、原子間力顕微鏡（ＡＦＭ
）［Ｑｕｅｓａｎｔ社製Ｑ－Ｓｃｏｐｅ２５０（Ｖｅｒｓｉｏｎ３．１８１）］を用い、
視野の範囲を１０μｍ×１０μｍとして測定した三次元形状から計算された値が用いられ
る。
【００４１】
尚、ＪＩＳ規格Ｂ０６０１に定義されている算術平均粗さＲａと、本発明における１０μ
ｍ×１０μｍの範囲における算術平均粗さＲａとは、値的にはほぼ同一の結果が得られる
が、１０μｍ×１０μｍの範囲における算術平均粗さＲａのほうが安定した結果を得るこ
とができるというメリットがある。
【００４２】
算術平均粗さＲａを制御する方法は、フッ素含有ガス、水素ガス、または酸素ガスを用い
てプラズマ放電を立て、表面層１０３をエッチングすることによって制御することが可能
である。プラズマ放電の条件は、各種装置毎に最適条件は異なるため、一概に限定するこ
とは出来ないが、一般にプラズマを励起する高周波電力の変化、エッチングガスの種類の
変更、基板温度の制御や基板へのバイアス電圧の印加の度合い等を適宜調整することで行
うことができる。
【００４３】
また、その他の方法としては、後述するａ－Ｓｉ感光体表面研磨装置を用いて、表面を研
磨しても制御可能である。
【００４４】
ａ－Ｃ：Ｈからなる表面層１０３は、少なくとも水素を含有する非単結晶炭素膜であれば
良く、多少の不純物が含有されても、同様の効果を得ることができる。例えば、表面層１
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０３にＳｉ、Ｎ、Ｏ、Ｐ、Ｂ等の不純物が含有されたとしても、不純物の含有量が表面層
中の全元素に対して１０％以下程度であれば本発明の効果は充分に得られる。
【００４５】
表面層１０３中には水素原子が含有される。水素原子を含有させることで効果的に膜中の
構造欠陥が補償され、局在準位密度が低減するため、膜の透明性が改善され、表面層中で
は好ましくない不要の光吸収が抑えられることによって光感度が改善する。また、膜中の
水素原子の存在が固体潤滑性に重要な役割を果たしているといわれている。
【００４６】
ａ－Ｃ：Ｈ表面層の膜中に含まれる水素原子の含有量は、Ｈ／（Ｃ＋Ｈ）（該炭素膜全量
に対する水素原子の含有量）で４１原子％～６０原子％、更に好適には４５原子％～５０
原子％が適している。水素量が４１原子％未満であると光学的バンドギャップが狭くなり
、感度の面で適さなくなることがある。また、６０原子％を越えると硬度が低下し、削れ
が発生し易くなる。
【００４７】
本発明において、感光体の表面層に含有される水素原子の含有量を測定する方法としては
、以下のような方法が挙げられる。
表面層製膜時に鏡面研磨したＳｉウェハー上に、製膜時と同じ製造条件で１μｍ堆積し、
サンプルを作製する。このサンプルを赤外分光光度計により赤外吸収スペクトルを測定し
、水素量を測定する場合は、２９２０ｃｍ - 1付近に現れるＣ－Ｈｎの吸収ピークの面積と
膜厚から膜中の水素量を求めることが出来る。
【００４８】
表面層に含有される水素原子の量を制御するには、例えば、感光体を製造する際の導電性
基体の温度、水素原子を含有させるために使用される原料物質の反応容器内へ導入する量
、放電電力等を制御すれば良い。
【００４９】
表面層１０３の光学的バンドギャップは、一般には１．２ｅＶ～２．２ｅＶ（１．９２×
１０ - 1 9Ｊ～３．５×１０ - 1 9Ｊ）程度の値であれば好適に用いることができ、感度の点か
らは１．６ｅＶ（２．６×１０ - 1 9Ｊ）以上とすることが更に望ましい。表面層の屈折率
は１．６～２．８程度であれば好適に用いられる。
【００５０】
表面層１０３中には必要に応じてハロゲン原子が含まれていても良い。ハロゲン原子供給
用ガスとなり得る物質としては、たとえばＦ 2、ＢｒＦ、ＣｌＦ、ＣｌＦ 3、ＢｒＦ 3、Ｂ
ｒＦ 5、ＩＦ 3、ＩＦ 7等のハロゲン間化合物を挙げることができる。更にＣＦ 4、ＣＨＦ 3

、Ｃ 2Ｆ 6、ＣｌＦ 3、ＣＨＣｌＦ 2、Ｆ 2、Ｃ 3Ｆ 8、Ｃ 4Ｆ 1 0等のフッ素含有ガスが好適に用
いられる。
【００５１】
表面層１０３の膜厚は５ｎｍから１０００ｎｍ、好ましくは１０ｎｍから２００ｎｍであ
る。５ｎｍより薄くなると機械的強度に問題が出ることがある。１０００ｎｍ以上になる
と光感度の点で問題が発生することがある。
【００５２】
表面層１０３の膜厚は、干渉式膜厚計を用いることによって測定することができる。この
ような測定により表面層が所望の層厚に製膜されたかを確認することができる。
【００５３】
また、表面層１０３の製膜条件としての基板温度は、室温から４００℃までに調整される
が、あまり基板温度が高過ぎるとバンドギャップが低下して透明度が低下するため低めの
温度設定が好ましい。
【００５４】
さらに本発明においては、表面層１０３には必要に応じて伝導性を制御する原子を含有さ
せてもよい。表面層１０３に含有される伝導性を制御する原子としては、半導体分野にお
ける、いわゆる不純物を挙げることができ、ｐ型伝導特性を与える周期律表第３Ｂ族に属
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する原子、またはｎ型伝導特性を与える周期律表第５Ｂ族に属する原子を用いることがで
きる。本発明において表面層１０３中に含有される伝導性を制御する原子の含有量として
は、所望にしたがって適宜決定されるが、好ましくは１０～１×１０ 4原子ｐｐｍ、より
好適には５０～５×１０ 3原子ｐｐｍ、最適には１×１０ 2～１×１０ 3原子ｐｐｍとされ
るのが望ましい。
【００５５】
表面層１０３の製膜条件としての高周波電力については、出来るだけ電力の高い方が原料
ガスの分解を充分に進める上では好ましく、具体的には原料ガス１ｍＬ／ｍｉｎ（ｎｏｒ
ｍａｌ）に対して５Ｗ以上が好ましいが、あまり高くなると異常放電が発生してしまい、
電子写真感光体の特性を劣化させるので、異常放電が発生しない程度の電力に抑える必要
がある。
【００５６】
表面層１０３の製膜条件としての放電空間の圧力については、通常のＲＦ（代表的には１
３．５６ＭＨｚ）電力を用いる場合には、一般に１３．３Ｐａ～１３３３Ｐａ、中でも特
に１３３Ｐａ以下の範囲で作製した場合に良好な膜が得られる。ＶＨＦ帯（代表的には５
０～４５０ＭＨｚ）を用いる場合には、一般に１３．３ｍＰａ～１３．３Ｐａ程度に保た
れるが、可能な限り低い圧力が望ましい。放電空間の圧力が上記範囲から外れると、良好
な性状の表面層を製膜することができなかったり、製膜コストの無用な向上を招くことが
ある。
【００５７】
「本発明に用いられるａ－Ｓｉ光導電層」
本発明に用いられる光導電層１０２は、シリコン原子を主体とした非単結晶質の膜、いわ
ゆるａ－Ｓｉであれば好適に用いることができ、水素及びハロゲンのいずれかを含むａ－
Ｓｉであることがより好ましい。ａ－Ｓｉ膜は、プラズマＣＶＤ法、スパッタリング法、
イオンプレーティング法等によって作製可能であるが、プラズマＣＶＤ法を用いて作製し
た膜は特に高品質の膜が得られるため好ましい。プラズマＣＶＤ法の励起周波数としては
、いかなる周波数の高周波電力、ＶＨＦ電力、またはマイクロ波によるグロー放電プラズ
マでも好適に使用でき、このグロー放電プラズマによりシリコン原子を含んだ原料ガスを
分解して作製する。
【００５８】
光導電層１０２の原料としては、ＳｉＨ 4、Ｓｉ 2Ｈ 6、Ｓｉ 3Ｈ 8、Ｓｉ 4Ｈ 1 0等のガス状態
の、またはガス化し得る水素化珪素（シラン類）が用いられ、このような原料ガスを高周
波電力によって分解することによって光導電層１０２を作製することが可能である。この
とき、導電性基体の温度は、１５０℃～４５０℃程度の温度に保つことが、作製される光
導電層の特性上好ましい。これは基体表面での表面反応を促進させ、充分に構造緩和をさ
せるためである。
【００５９】
また、これらのガスに更にＨ 2またはハロゲン原子を含むガスを所望量混合して層形成す
ることも特性向上の上で好ましい。ハロゲン原子供給用の原料ガスとして有効なのは、弗
素ガス（Ｆ 2）、ＢｒＦ、ＣｌＦ、ＣｌＦ 3、ＢｒＦ 3、ＢｒＦ 5、ＩＦ 3、ＩＦ等のハロゲ
ン間化合物を挙げることができる。ハロゲン原子を含む珪素化合物、いわゆるハロゲン原
子で置換されたシラン誘導体も原料ガスとして有効であり、このようなシラン誘導体とし
ては、具体的には、たとえばＳｉＦ 4、Ｓｉ 2Ｆ 6等の弗化珪素が好ましいものとして挙げ
ることができる。また、これらのハロゲン原子供給用の原料ガスを必要に応じてＨ 2、Ｈ
ｅ、Ａｒ、Ｎｅ等のガスにより希釈して使用してもよい。
【００６０】
光導電層１０２の層厚としては特に限定はなく、１μｍ～１００μｍまで複写機本体が要
求する帯電能、感度に応じて適宜設定されるが、通常は帯電能、感度の点から１０μｍ以
上、工業的生産性の観点からは５０μｍ以下が望ましい。更に、特性を向上させる為に光
導電層１０２を複数の層構成にしても良い。例えばよりバンドギャップの狭い層を表面側
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に、よりバンドギャップの広い層を基板側に配置することで光感度や帯電特性を同時に向
上させることができる。特に、半導体レーザーの様に、比較的長波長であって且つ波長ば
らつきのほとんどない光源に対しては、こうした層構成の工夫によって画期的な効果が現
れる。
【００６１】
本発明に用いられるａ－Ｓｉ感光体には、少なくとも水素及びハロゲンのいずれかを含み
、シリコンを主体とし、炭素、酸素、窒素から選ばれる少なくとも一つ以上の原子を更に
含有する非単結晶材料からなるバッファ層を設けることができる。本発明においては、バ
ッファ層は必ずしも設ける必要はなく、画像形成条件等に応じて必要に応じて設けると良
い。
【００６２】
必要に応じて設けられるバッファ層１０５は、ａ－Ｓｉ（Ｈ、Ｘ）をベースとし、Ｃ、Ｎ
、Ｏから選ばれた一つ以上の元素を含有した材料で構成され、より好ましくはａ－Ｓｉ光
導電層とａ－Ｃ：Ｈ表面層の中間の組成であるａ－ＳｉＣ（Ｈ、Ｘ）で形成されることが
好ましい。この場合、光導電層１０２から表面層１０３に向かってバッファ層１０５の組
成を連続的に変化させる事も可能であり、干渉防止等に効果的である。また、このバッフ
ァ層１０５に３Ｂ族元素、５Ｂ族元素などのドーパントを含有させることにより伝導型を
制御し、表面からの帯電キャリアの注入を阻止する上部阻止能を持たせることも可能であ
る。
【００６３】
本発明において、窒素または酸素供給用ガスとなり得る物質としては、ＮＨ 3、ＮＯ、Ｎ 2

Ｏ、ＮＯ 2、Ｏ 2、ＣＯ、ＣＯ 2、Ｎ 2等のガス状態の、またはガス化し得る化合物が有効に
使用されるものとして挙げられる。
【００６４】
また、本発明に用いられるａ－Ｓｉ感光体には、上記以外の層として下部阻止層を設ける
ことができる。下部阻止層１０４を設ける場合には、一般的にａ－Ｓｉ（Ｈ、Ｘ）をベー
スとし、３Ｂ族元素、５Ｂ族元素などのドーパントを含有させることにより伝導型を制御
し、導電性基体からのキャリアの注入阻止能を持たせることが可能である。この場合、必
要に応じて、Ｃ、Ｎ、Ｏから選ばれる少なくとも１つ以上の元素を含有させることで応力
を調整し、感光層の密着性向上の機能を持たせることもできる。
【００６５】
「本発明に用いられるａ－Ｓｉ感光体を作製するための製膜装置」
図２は、高周波電源を用いたＲＦプラズマＣＶＤ法による感光体の堆積装置の一例を模式
的に示した図である。
この装置は大別すると、製膜炉２１１０を有する堆積装置２１００、原料ガス供給装置２
２００、製膜炉２１１０内を減圧する為の排気装置（図示せず）から構成されている。堆
積装置２１００中の製膜炉２１１０内にはアースに接続された導電性基体２１１２、導電
性基体加熱用ヒーター２１１３、原料ガス導入管２１１４が設置され、更に高周波マッチ
ングボックス２１１５を介して高周波電源２１２０が接続されている。
【００６６】
原料ガス供給装置２２００は、ＳｉＨ 4、Ｈ 2、ＣＨ 4、ＮＯ、Ｂ 2Ｈ 6、ＣＦ 4等の原料ガス
ボンベ２２２１～２２２６とバルブ２２３１～２２３６、圧力調整器２２６１～２２６６
、流入バルブ２２４１～２２４６、流出バルブ２２５１～２２５６及びマスフローコント
ローラー２２１１～２２１６等から構成され、各原料ガスを封入したボンベは補助バルブ
２２６０を介して製膜炉２１１０内の原料ガス導入管２１１４に接続されている。
【００６７】
導電性基体２１１２は導電性受け台２１２３の上に設置されることによってアースに接続
される。
【００６８】
以下、図２の装置を用いた感光体の作製方法の手順の一例について説明する。製膜炉２１
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１０内に導電性基体２１１２を設置し、不図示の排気装置（例えば真空ポンプ）により製
膜炉２１１０内を排気する。続いて導電性基体加熱用ヒーター２１１３により導電性基体
２１１２の温度を１５０℃～４５０℃の所望の温度に制御する。次いで、感光体形成用の
原料ガスを製膜炉２１１０内に流入させる。原料ガスの導入は、ガスボンベのバルブ２２
３１～２２３６、製膜炉のリークバルブ２１１７が閉じられている事を確認し、又、流入
バルブ２２４１～２２４６、流出バルブ２２５１～２２５６、補助バルブ２２６０が開か
れている事を確認し、メインバルブ２１１８を開いて製膜炉２１１０及びガス供給配管２
１１６を排気する。
【００６９】
その後、真空計２１１９の読みが０．６７ｍＰａになった時点で補助バルブ２２６０、流
出バルブ２２５１～２２５６を閉じる。その後原料ガスボンベ２２２１～２２２６より各
ガスをバルブ２２３１～２２３６を開いて導入し圧力調整器２２６１～２２６６により各
ガス圧を０．２ＭＰａに調整する。
【００７０】
次に流入バルブ２２４１～２２４６を徐々に開けて各ガスをマスフローコントローラー２
２１１～２２１６内に導入する。
以上の手順によって製膜準備を完了した後、導電性基体２１１２上に、まず光導電層の形
成を行う。
【００７１】
即ち、導電性基体２１１２が所望の温度になったところで、各流出バルブ２２５１～２２
５６のうちの必要なものと補助バルブ２２６０とを徐々に開き、各原料ガスボンベ２２２
１～２２２６から所望の原料ガスを原料ガス導入管２１１４を介して製膜炉２１１０内に
導入する。次に、各マスフローコントローラー２２１１～２２１６によって、各原料ガス
が所望の流量になる様に調整する。
【００７２】
その際、製膜炉２１１０内が１３．３Ｐａ～１３３０Ｐａの所望の圧力になる様に、真空
計２１１９を見ながらメインバルブ２１１８の開口を調整する。内圧が安定したところで
、高周波電源２１２０を所望の電力に設定し、例えば、周波数１ＭＨｚ～５０ＭＨｚ、例
えば１３．５６ＭＨｚの高周波電力を高周波マッチングボックス２１１５を通じてカソー
ド電極２１１１に供給し、高周波グロー放電を生起させる。この放電エネルギーによって
製膜炉２１１０内に導入させた各原料ガスが分解され、導電性基体２１１２上に所望のシ
リコン原子を主成分とする光導電層が堆積する。所望の膜厚の形成が行われた後、高周波
電力の供給を止め、各流出バルブ２２５１～２２５６を閉じて製膜炉２１１０への各原料
ガスの流入を止め、光導電層の形成を終える。光導電層の組成や膜厚の制御等については
公知の技術を使用することができる。
【００７３】
次に、表面層の製膜を行う。表面層の製膜は、原料ガスにＣＨ 4、Ｃ 2Ｈ 6などの炭化水素
ガス、必要に応じてＨ 2など希釈ガスを用いる以外は基本的に光導電層の製膜に準じる。
【００７４】
表面層まで製膜の終わったａ－Ｓｉ感光体は、引き続いてフッ素含有ガスによるエッチン
グを行い、算術平均粗さＲａを１００ｎｍ以下になるように調整される。算術平均粗さを
減少させる場合には高周波電力は低めにすると効果的である。また、エッチング以外の方
法として、表面研磨装置を用い、感光体表面を研磨することにより算術平均粗さＲａを１
００ｎｍ以下になるように調整しても良い。
以上で、本発明に用いられる感光体が作製される。
【００７５】
図３は、ＶＨＦ電源を用いたＶＨＦプラズマＣＶＤ法による感光体の堆積装置の一例を模
式的に示した図である。
この装置は図２に示した堆積装置２１００を図３の堆積装置３１００に置き換えることで
構成される。
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【００７６】
堆積装置３１００は、製膜炉３１１０と、導電性基体３１１２を支持しかつ加熱する導電
性基体加熱用ヒーター３１１３と、製膜炉３１１０内を排気するための排気口３１２１と
、製膜炉３１１０内に支持される導電性基体３１１２に対向して配設されＶＨＦ電力を印
加して導電性基体３１１２との間にプラズマを発生させるカソード電極３１１１と、カソ
ード電極３１１１にＶＨＦ電力を供給する高周波マッチングボックス３１１５と、導電性
基体加熱用ヒーター３１１３に支持された導電性基体３１１２を回転させるための回転モ
ーター３１２０とを有している。排気口３１２１には真空ポンプ等が接続されており、先
に説明した堆積装置２１００と同様の構成となっている。また、製膜炉３１１０には不図
示の原料ガス導入管が設けられており、この原料ガス導入管には先に説明した原料ガス供
給装置２２００が接続されている。
【００７７】
ＶＨＦプラズマＣＶＤ法によるこの装置での堆積膜の形成は、基本的にＲＦプラズマＣＶ
Ｄ法の場合と同様に行うことができる。但し、印加する高周波電力は５０ＭＨｚ～４５０
ＭＨｚ、例えば周波数１０５ＭＨｚのＶＨＦ電源により行い、圧力は１３．３ｍＰａ～１
３．３Ｐａ程度と、ＲＦプラズマＣＶＤ法よりも低めに保たれる。本装置においては導電
性基体３１１２により取り囲まれた放電領域３１３０において、導入された原料ガスは、
放電エネルギーにより励起されて解離し、導電性基体３１１２上に所定の堆積膜が形成さ
れる。この時、層形成の均一化を図るため導電性基体３１１２を回転モーター３１２０に
よって、所望の回転速度で回転させる。このようにして各層を形成したのちの算術平均粗
さの調整等については、前述したように行うことができ、ここではその説明を省略する。
【００７８】
「本発明に用いられるａ－Ｓｉ感光体の算術平均粗さを調整する表面研磨装置」図４にお
いて、４００はａ－Ｓｉ感光体、４２０は弾性支持機構、具体的には空気圧ホルダーで、
本実施の形態ではブリジストン社製空気圧式ホルダー（商品名：エアーピック、型番：Ｐ
Ｏ４５ＴＣＡ＊８２０）を用いる。４３０は弾性支持機構４２０に対向して配置される加
圧弾性ローラ、４３１は表面に研磨面を有し、加圧弾性ローラ４３０によって研磨面がａ
－Ｓｉ感光体４００に押圧される研磨テープ、４３２は研磨テープ４３１を加圧弾性ロー
ラ４３０に送り出す送り出しロール、４３３は加圧弾性ローラ４３０から研磨テープ４３
１を巻き取る巻き取りロール、４３４、４３５は研磨テープ４３１の移動を調整するため
の定量送り出しロール、キャプスタンローラである。弾性支持機構４２０は、基部４４０
上に固定されており、基部４４０は位置調整手段４４１によって、弾性支持機構４２０と
加圧弾性ローラ４３０との距離を自在に調整できる構成とされている。
【００７９】
４３１の研磨テープは通常ラッピングテープと呼ばれるものが好ましく、表面に砥粒を担
持する構成とされている。砥粒としてはＳｉＣ、Ａｌ 2Ｏ 3、Ｆｅ 2Ｏ 3などが好適に用いら
れる。ここでは、富士フィルム社製ラッピングテープＬＴ－Ｃ２０００を用いる。加圧弾
性ローラ４３０は、ネオプレンゴム、シリコンゴムなど、適度な弾性を示す材質からなり
、ＪＩＳゴム硬度２０～８０であり、ＪＩＳゴム硬度３０～４０が更に好適である。また
形状は中央部の直径が両端部より太いものが好ましく、直径差が０～０．６ｍｍ、更には
０．２～０．４ｍｍが好適である。回転するａ－Ｓｉ感光体４００に対して該ローラ４３
０を０．５ｋｇ～２．０ｋｇに加圧（押圧）しながら、ラッピングテープを送りａ－Ｓｉ
感光体４００表面の研磨を行う。
【００８０】
このように本発明に用いられるａ－Ｓｉ感光体の算術平均粗さは、前述したエッチングに
よる方法や、上記のような研磨装置による方法が好適に用いられるが、感光体の表面の算
術平均粗さは、ＡＦＭ（原子間力顕微鏡）、例えば、Ｑｕｅｓａｎｔ社製　Ｑ－Ｓｃｏｐ
ｅ２５０を用いて、測定、計算をすることができる。
【００８１】
「本発明に用いられる接触帯電装置」

10

20

30

40

50

(13) JP 3854796 B2 2006.12.6



本発明に用いられる帯電手段は、導電性微粉体と、この導電性微粉体を表面に担持する帯
電部材とを有し、該導電性微粉体がａ－Ｓｉ感光体と当接部を形成し、該帯電部材に電圧
を印加することによってａ－Ｓｉ感光体を帯電させる接触式の帯電手段である。
【００８２】
前記帯電部材は、ａ－Ｓｉ感光体の表面に導電性微粉体を当接させることのできるように
導電性微粉体を表面に担持することのできる導電性の部材であれば特に限定されず、好ま
しくは非磁性である芯金と、この芯金の周囲に設けられる樹脂製部材とによって構成され
る公知の形態を用いることができる。
【００８３】
帯電部材は、多孔体表面を有する弾性体によって構成されることが、導電性微粉体を表面
に担持する上で好ましい。また、帯電部材は、アスカーＣ硬度が５０度以下のローラー部
材であることが好ましく、より好ましくは２５度以上５０度以下である。硬度が低すぎる
と形状が安定しないために被帯電体との接触性が悪くなり、更に、帯電部材と感光体との
当接部に導電性微粉体を介在させることでローラ部材表層を削り或いは傷つけ、安定した
帯電性が得られないことがある。また、硬度が高すぎると被帯電体との間に帯電当接部を
確保できないだけでなく、被帯電体表面へのミクロな接触性が悪くなることがある。
【００８４】
また、弾性部材は、体積固有抵抗は１×１０ 3Ω・ｃｍ以上１×１０ 8Ω・ｃｍ以下のロー
ラー部材であることが好ましい。帯電部材の体積固有抵抗が１×１０ 3Ω・ｃｍよりも小
さいと、被帯電体にピンホールなどの欠陥部位が存在した場合に電圧のリークが発生する
ことがあり、帯電部材の体積固有抵抗が１×１０ 8Ω・ｃｍよりも大きいと、被帯電体を
十分に帯電することができない場合がある。
【００８５】
上記のような帯電部材は、従来より知られている種々の樹脂化合物によって形成すること
ができる。このような樹脂化合物としては、例えば、天然ゴム（加硫処理等）、エチレン
プロピレンゴム（ＥＰＤＭ）、スチレンブタジエンゴム（ＳＢＲ）、シリコーンゴム、ウ
レタンゴム、イソプレンゴム（ＩＲ）、ブチルゴム（ＢＲ）、ニトリルブタジエンゴム（
ＮＢＲ）、クロロプレンゴム（ＣＲ）等のゴム化合物や、ポリオレフィン系熱可塑性エラ
ストマー、ウレタン系熱可塑性エラストマー、ポリスチレン系熱可塑性エラストマー、フ
ッ素ゴム系熱可塑性エラストマー、ポリエステル系熱可塑性エラストマー、ポリアミド系
熱可塑性エラストマー、ポリブタジエン系熱可塑性エラストマー、エチレン酢酸ビニル系
熱可塑性エラストマー、ポリ塩化ビニル系熱可塑性エラストマー及び塩素化ポリエチレン
系熱可塑性エラストマー等の熱可塑性エラストマー等を例示することができる。これらの
材料は、単独または二種類以上を混合しても良く、共重合体であっても良い。
【００８６】
これらの樹脂化合物によって形成される帯電部材には、例えば導電性粒子を部材中に分散
させること等により、適切な導電性を与えることができる。このような導電性粒子として
は、例えば、カーボンブラック、導電性金属酸化物、アルカリ金属塩及びアンモニウム塩
等を例示することができる。
【００８７】
また、上記のような樹脂化合物によって帯電部材を形成する場合で、帯電部材を多孔体表
面の弾性体とする場合では、公知の技術を利用することができ、このような手段としては
、例えば、弾性部材の発泡成形等を例示することができる。また、帯電部材の硬度は、上
記の発泡成形や、軟化油、可塑剤等の添加等の公知技術を利用して調整することができる
。
【００８８】
帯電部材の硬度は、高分子計器（株）製のＡｓｋｅｒ－Ｃゴム硬度計を用いて測定するこ
とができる。より詳しくは、本硬度計により、帯電部材の任意の五点におけるゴム硬度を
測定し、その五点の平均値をもって、帯電部材の硬度とする。
【００８９】
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帯電部材の体積固有抵抗は、例えば抵抗測定装置（三菱化学 (株 )製絶縁抵抗計Ｈｉｒｅｓ
ｔａ－ＵＰ）を用いて測定することができる。より詳しくは、帯電部材材料自体を２ｍｍ
厚に膜成形し、２３℃、５５％の環境で１０Ｖの電圧を１分間印加して導電性の測定を行
う。測定に際しては、帯電部材を形成するのと同一の弾性組成物を塗料化し、そのクリア
塗料をアルミシート上にコーティングし、上記の条件で帯電部材の導電性を測定する。
【００９０】
前記導電性微粉体は、抵抗が１×１０ 9Ω・ｃｍ以下であることが好ましい。導電性微粉
体の抵抗が１×１０ 9Ω・ｃｍよりも大きいと、導電性微粉体を帯電部材と電子写真感光
体との当接部またはその近傍の帯電領域に介在させ、接触帯電部材の導電性微粉体を介し
ての電子写真感光体への緻密な接触性を維持させても、良好な帯電性を得るための帯電促
進効果が得られないことがある。また、導電性微粉体の抵抗が１×１０ - 1Ω・ｃｍ以上で
あることが、該微粉体が帯電し非画像部に現像され帯電を促進するために好ましい。
【００９１】
また、導電性微粉体は、体積平均粒子径が０．５～１０μｍであることが好ましい。導電
性微粉体の平均粒子径が０．５μｍよりも小さいと、現像性の低下を防ぐために導電性微
粉体のトナー全体に対する含有量を小さく設定しなければならない場合があり、この観点
から、導電性微粉体の平均粒子径は好ましくは０．８μｍ以上、更に好ましくは１．１μ
ｍ以上が良い。また、導電性微粉体の平均粒子径が１０μｍよりも大きいと、帯電部材か
ら脱落した導電性微粉体は静電潜像を書き込む露光光を遮光または拡散し、静電潜像の欠
陥を生じ画像品位を低下させる場合がある。
【００９２】
また、導電性微粉体は、透明、白色または淡色の導電性微粉体であることが、転写材上に
転写される導電性微粉体がカブリとして目立たないため好ましく良い。また、潜像形成工
程における露光光の妨げとならない意味でも導電性微粉体は、透明、白色または淡色の導
電性微粉体であることがよく、より好ましくは、導電性微粉体の露光光に対する透過率が
３０％以上であることが良い。
【００９３】
上記導電性微粉体の材料としては、例えばカーボンブラック、グラファイトなどの炭素微
粉末；銅、金、銀、アルミニウム、ニッケルなどの金属微粉末；酸化亜鉛、酸化チタン、
酸化すず、酸化アルミニウム、酸化インジウム、酸化珪素、酸化マグネシウム、酸化バリ
ウム、酸化モリブデン、酸化鉄、酸化タングステンなどの金属酸化物；硫化モリブデン、
硫化カドミウム、チタン酸カリなどの金属化合物、またはこれらの複合酸化物などが必要
に応じて粒度及び粒度分布を調整することで使用できる。これらの中でも酸化亜鉛、酸化
すず、酸化チタン等の無機酸化物微粒子が特に好ましい。
【００９４】
また、導電性無機酸化物の抵抗値を制御する等の目的で、アンチモン、アルミニウムなど
の元素をドープした金属酸化物、導電性材料を表面に有する微粒子なども使用できる。こ
のような微粒子としては、例えば酸化スズ・アンチモンで表面処理された酸化チタン微粒
子、アンチモンでドープされた酸化第二スズ微粒子、または酸化第二スズ微粒子などを例
示することができる。
【００９５】
導電性微粉体の抵抗は、例えば錠剤法によって測定することができる。錠剤法による測定
では、まずセルに導電性微粉体を充填し、充填された導電性微粉体に接するよう上下に電
極を配し、電極間に電圧を印加し、その時流れる電流量から導電性微粉体の抵抗を算出す
ることができる。なお、この場合の測定条件としては、温度２３℃、湿度６５％の環境中
で、充填された導電性微粉体と電極との接触面積は２ｃｍ 2、導電性微粉体の充填厚みは
１ｍｍ、上部電極にかける加重は１０ｋｇ、印加電圧は１００Ｖである。
【００９６】
本発明における導電性微粉体の体積平均粒径及び粒度分布は、コールター社製、ＬＳ－２
３０型レーザ回折式粒度分布測定装置にリキッドモジュールを取付けて０．０４～２００
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０μｍの測定範囲で測定することにより実施できる。測定方法としては、純水１０ｍＬに
微量の界面活性剤を添加し、これに導電性微粉体の試料１０ｍｇを加え、超音波分散機（
超音波ホモジナイザー）にて１０分間分散した後、測定時間９０秒、測定回数１回で測定
する方法が挙げられる。
【００９７】
本発明に用いられる帯電手段は、前述した帯電部材及び導電性微粉体の他にも、導電性微
粉体を収容し、帯電部材表面に導電性微粉体を供給する導電性微粉体補給手段を更に有す
ることができる。このような補給手段としては、例えば帯電部材に面して開口する容器体
等を挙げることができる。またこの容器体内には収容されている導電性微粉体を撹拌、搬
送するための撹拌搬送手段（例えば回転翼やコンベア等）を設けても良い。
【００９８】
前述したような帯電手段は、当接部において、帯電部材の表面がａ－Ｓｉ感光体の表面に
対して相対的速度差を有して移動しながらａ－Ｓｉ感光体を帯電することが、感光体を均
一に帯電する上で好ましい。さらに帯電手段は前記当接部において、帯電部材とａ－Ｓｉ
感光体とが互いに逆方向に移動しつつａ－Ｓｉ感光体を帯電することが、同様の理由から
より一層好ましい。
以下、本発明に用いられる帯電手段について、その一例を図示し説明する。
【００９９】
図５は、接触帯電器として粒子を介在させた弾性ローラーを用いた場合の画像形成装置の
模式図である。粒子を介在させた弾性ローラー帯電器は、導電部材からなる芯金５０１の
上に、スポンジローラーなどの多孔体表面を有し、かつ導電性を有する弾性体である帯電
部材５０２を設け、さらにその表面に導電性を有する導電性微粉体５０５を付着させた帯
電手段である。この帯電手段は、弾性体の帯電部材５０２と感光体５０３の間に導電性微
粉体５０５が介在することにより、接触状態を向上させ、帯電電荷の注入性を改善した帯
電装置である。
【０１００】
芯金５０１には電圧印加手段５０４が接続され、直流電圧Ｖｄｃが芯金５０１を経由し、
帯電部材５０２に印加されて、感光体５０３の表面との接触部位の間に介在した導電性微
粉体５０５を介して感光体５０３へ電荷を直接注入し、均一に帯電させる。粒子を介在さ
せた弾性ローラー帯電器は感光体５０３の回転方向Ｘに対して適宜な相対速度で回転、移
動する。弾性ローラー帯電器は感光体５０３に対して振動していても良い。
【０１０１】
なお、この模式図では、クリーナーレスの画像形成装置を示している。帯電、露光により
形成された潜像は、現像器５０６で顕像化され、不図示の転写手段で転写材に転写される
。その際に感光体上に残留した転写残トナーは導電性微粉体５０５を介在させた弾性ロー
ラー帯電器で帯電された後、現像器５０６に再び到達し、そこで現像器５０６内からの新
規の現像剤による現像と、感光体上を搬送されてきた転写残トナーの回収が同時に行われ
る。この模式図では、帯電部材５０２と感光体５０３の間に介在する導電性微粉体５０５
はトナーに外添され、感光体５０３表面に残留した導電性微粉体５０５が帯電器に到達し
、導電性微粉体５０５の帯電器への補給が行われる形態を示している。
【０１０２】
図６は図５と同様の帯電装置に、更に導電性微粉体６０５を供給する導電性微粉体補給手
段６０７を帯電部材６０２上部に設けている。その他の構成については、図５の帯電装置
と同様である。
【０１０３】
「本発明に用いられるトナー」
本発明に用いられるトナーは、平均円形度が０．９５０乃至１．０００であり、より好ま
しくは０．９５０乃至０．９９５である。このような平均円形度のトナーは、感光体との
接触面積が小さく、鏡像力やファンデルワールス力等に起因するトナーの感光体への付着
力が低下すると考えられており、優れた転写性と優れた離型性を示し、高画質の画像形成
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を達成することができ、かつ現像兼クリーニング方式において、感光体と現像器との間に
おけるトナーの円滑な授受を達成することができる。また、上記平均円形度のトナーは、
表面にエッジ部がほとんどないことから、感光体表面を引っ掻くことによる感光体削れを
防止するのに好適である。本発明に用いられるトナーの平均円形度が０．９５０よりも小
さいと、上記のような効果が十分に得られないことがある。
【０１０４】
また、本発明に用いられるトナーは、７９ .６ｋＡ／ｍ（１０００エルステッド）におけ
る飽和磁化が１０Ａｍ 2／ｋｇ（ｅｍｕ／ｇ）以上５０Ａｍ 2／ｋｇ以下である。現像器内
におけるトナーの搬送は、一般に磁界発生手段を内包する回転自在な非磁性円筒（現像ス
リーブ）によって担持搬送されるが、上記飽和磁化のトナーは、現像器内での良好な搬送
性と撹拌性、感光体へのトナーの供給にあたり現像スリーブ表面で穂立ちを形成するトナ
ーの飛散防止、及び感光体からの良好な回収性を達成することができる。
【０１０５】
本発明に用いられるトナーの上記飽和磁化が１０Ａｍ 2／ｋｇよりも小さいと、上記の効
果が十分に得られず、現像器内におけるトナーの搬送が不十分であったり、また、カブリ
、画像濃度ムラ、及び転写残トナーの回収不良に起因する画像不良等を生じることがある
。上記飽和磁化が５０Ａｍ 2／ｋｇよりも大きいと、トナーの磁気凝集によってトナーの
流動性が低下し、また、転写性が低下することによる転写性の低下、及び転写残トナーの
増加を生じることがある。
【０１０６】
なお、本発明において、トナーの飽和磁化を磁場７９ .６ｋＡ／ｍで規定するが、画像形
成装置に磁性トナーが適用される場合、磁性トナーに作用する磁場は、画像形成装置外へ
の磁場の漏洩を大きくしないため、または磁場発生源のコストを低く抑えるために、市販
されている多くの画像形成装置において数十から百数十ｋＡ／ｍとされている。そこで、
本発明では、画像形成装置内で実際に磁性トナーに作用する磁場の代表的な値として磁場
７９ .６ｋＡ／ｍ（１０００エルステッド）を選択し、磁場７９ .６ｋＡ／ｍにおけるトナ
ーの飽和磁化を規定した。
【０１０７】
本発明に用いられるトナーは、少なくとも結着樹脂と磁性体とを含有するトナー粒子と、
無機微粉体とを有するトナーであり、かつ上記条件を満たすトナーであれば特に限定され
ない。また、本発明に用いられるトナーは、結着樹脂及び磁性体の他にも、良好な物性を
示す他の好ましい材料や、製造過程において好適に利用される他の材料をさらに使用する
ことができる。
【０１０８】
本発明に用いられるトナーは、上記条件を満足するものであれば特にその製造方法は限定
されず、従来より知られている種々の製造方法を利用することができる。このようなトナ
ーの製造方法としては、例えば、粉砕法や重合法等を例示することができる。
【０１０９】
上記トナー粒子を粉砕法で製造する場合では、公知の方法を用いることができ、例えば結
着樹脂、磁性体、及び離型剤、可塑剤、荷電制御剤、着色剤等、トナーとして必要な成分
及びその他の添加剤等をヘンシェルミキサー、ボールミル等の混合器により十分に混合し
、加熱ロール、ニーダー、エクストルーダの如き熱混練機を用いて熔融混練して樹脂類を
お互いに相熔せしめ、磁性体等の他のトナー材料を分散または溶解せしめ、冷却固化、粉
砕後、分級し、必要に応じて表面処理を行うことによりトナー粒子を得ることが出来る。
分級及び表面処理の順序はどちらが先でもよい。分級工程においては生産効率上、多分割
分級機を用いることが好ましい。
【０１１０】
粉砕工程は、機械衝撃式、ジェット式等の公知の粉砕装置を用いた方法により行うことが
できる。本発明に係わる特定の円形度を有するトナー粒子を得るためには、さらに熱をか
けて粉砕したり、または補助的に機械的衝撃を加える処理をすることが好ましい。また、
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微粉砕（必要に応じて分級）されたトナー粒子を熱水中に分散させる湯浴法、熱気流中を
通過させる方法などを用いても良い。
【０１１１】
機械的衝撃力を加える手段としては、例えば川崎重工社製のクリプトロンシステムやター
ボ工業社製のターボミル等の機械衝撃式粉砕機を用いる方法、また、ホソカワミクロン社
製のメカノフージョンシステムや奈良機械製作所製のハイブリダイゼーションシステム等
の装置のように、高速回転する羽根によりトナー粒子をケーシングの内側に遠心力により
押しつけ、圧縮力、摩擦力等の力によりトナー粒子に機械的衝撃力を加える方法が挙げら
れる。
【０１１２】
機械的衝撃法を用いる場合においては、処理温度をトナー粒子のガラス転移点Ｔｇ付近の
温度（Ｔｇ±１０℃）を加える熱機械的衝撃が、凝集防止、生産性の観点から好ましい。
さらに好ましくは、トナー粒子のガラス転移点Ｔｇ±５℃の範囲の温度で行うことが、転
写効率を向上させるのに特に有効である。
【０１１３】
上記トナー粒子は、上述した粉砕法によっても製造することができるが、この粉砕法で得
られるトナー粒子は一般に不定形のものであり、本発明に用いられるトナーの必須要件で
ある平均円形度が０．９５０以上という物性という好ましい物性を得るためには機械的・
熱的または何らかの特殊な処理を行うことが必要となる。そこで、本発明においては、ト
ナーを懸濁重合法によって製造することがより好ましい。上記トナー粒子を重合法で製造
する場合では、公知の方法を用いることができ、例えば重合性単量体、磁性体、及び離型
剤、可塑剤、荷電制御剤、架橋剤、着色剤等、トナーとして必要な成分及びその他の添加
剤、例えば重合反応で生成する重合体の粘度を低下させるために入れる有機溶媒、高分子
重合体、分散剤等を適宜加えて、ホモジナイザー、ボールミル、コロイドミル、超音波分
散機等の分散機に依って均一に溶解または分散せしめた単量体系を、分散安定剤を含有す
る水系媒体中に懸濁し、その状態で重合させることにより得ることができる。
【０１１４】
懸濁時においては、高速撹拌機もしくは超音波分散機のような高速分散機を使用して一気
に所望のトナー粒子のサイズとする方が、得られるトナー粒子の粒径がシャープになる。
重合開始剤添加の時期としては、単量体系の重合前における任意の段階で添加することが
でき、重合性単量体中に他の添加剤を添加する時同時に加えても良いし、水系媒体中に懸
濁する直前に混合しても良い。又、造粒直後、重合反応を開始する前に重合性単量体また
は溶媒に溶解した重合開始剤を加える事も出来る。単量体系の重合によって造粒がなされ
た後は、通常の攪拌機を用いて、粒子状態が維持され、かつ粒子の浮遊・沈降が防止され
る程度の撹拌を行えば良い。
【０１１５】
本発明の画像形成方法に関わる重合トナーを製造する場合には、分散安定剤として公知の
界面活性剤や有機・無機分散剤が使用でき、中でも無機分散剤が有害な超微粉を生じ難く
、その立体障害性により分散安定性を得ているので反応温度を変化させても安定性が崩れ
難く、洗浄も容易でトナーに悪影響を与え難いので、好ましく使用できる。
【０１１６】
前記重合工程においては、重合温度は４０℃以上、一般には５０～９０℃の温度に設定し
て重合を行う。この温度範囲で重合を行うと、内部に封じられるべき離型剤やワックスの
類が、相分離により析出して内包化がより完全となる。残存する重合性単量体を消費する
ために、重合反応終期ならば、反応温度を９０～１５０℃にまで上げることは可能である
。
【０１１７】
さらにまた、本発明に用いられるトナーは、単量体には可溶で得られる重合体が不溶な水
系有機溶剤を用い直接トナーを生成する分散重合方法又は水溶性極性重合開始剤存在下で
直接重合しトナーを生成するソープフリー重合方法に代表される乳化重合方法等を用いト
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ナーを製造する方法、乳化重合で得られたポリマー粒子等を会合凝集させる方法でも製造
が可能である。
【０１１８】
上記のような重合トナー粒子は重合終了後、公知の方法によって濾過、洗浄、乾燥を行い
、無機微粉体を混合し表面に付着させることで、トナーを得ることができる。また、製造
工程に分級工程を入れ、粗粉や微粉をカットすることも、本発明の望ましい形態の一つで
ある。また、分級工程によれば、所定の粒径に分類されたトナー粒子を混合することによ
って、所望の粒度分布を有するトナー粒子を調製することもできる。
【０１１９】
上記トナー粒子には、従来より知られている種々の結着樹脂が用いられる。このような結
着樹脂としては、例えば、ポリスチレン、ポリビニルトルエンなどのスチレン及びその置
換体の単重合体；スチレン－プロピレン共重合体、スチレン－ビニルトルエン共重合体、
スチレン－ビニルナフタリン共重合体、スチレン－アクリル酸メチル共重合体、スチレン
－アクリル酸エチル共重合体、スチレン－アクリル酸ブチル共重合体、スチレン－アクリ
ル酸オクチル共重合体、スチレン－アクリル酸ジメチルアミノエチル共重合体、スチレン
－メタアクリル酸メチル共重合体、スチレン－メタアクリル酸エチル共重合体、スチレン
－メタアクリル酸ブチル共重合体、スチレン－メタクリル酸ジメチルアミノエチル共重合
体、スチレン－ビニルメチルエーテル共重合体、スチレン－ビニルエチルエーテル共重合
体、スチレン－ビニルメチルケトン共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン
－イソプレン共重合体、スチレン－マレイン酸共重合体、スチレン－マレイン酸エステル
共重合体などのスチレン系共重合体；ポリメチルメタクリレート、ポリブチルメタクリレ
ート、ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリビニルブチラール、シリコ
ン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、エポキシ樹脂、ポリアクリル酸樹脂、ロジ
ン、変性ロジン、テルペン樹脂、フェノール樹脂、脂肪族または脂環族炭化水素樹脂、芳
香族系石油樹脂等を例示することができ、これらを一種または二種以上を用いることがで
きる。
【０１２０】
また、上記トナー粒子には、従来より知られている種々の磁性体が用いられる。このよう
な磁性体としては、例えば、四三酸化鉄、γ－酸化鉄等、酸化鉄等を主成分とするものを
例示することができ、これらを一種または二種以上を用いることができる。磁性体には、
さらにリン、コバルト、ニッケル、銅、マグネシウム、マンガン、アルミニウム、珪素等
の他の元素を含んでも良い。これら磁性体は、窒素吸着法によるＢＥＴ比表面積が好まし
くは２～３０ｍ 2／ｇ、特に好ましくは３～２８ｍ 2／ｇであり、更にモース硬度が５～７
のものが好ましい。磁性体は、前述したトナーの飽和磁化を満たすように、その種類や配
合量について、適切に選択することが好ましい。
【０１２１】
上記磁性体は、疎水化処理されていることが好ましく、疎水化処理には、水系媒体中で加
水分解しながら磁性体の表面に結合するシランカップリング剤やチタンカップリング剤等
のカップリング剤が好適に用いられる。この中でもシランカップリング剤が好ましく、こ
のようなシランカップリング剤としては、例えば、ビニルトリメトキシシラン、ビニルト
リエトキシシラン、γ－メタクリルオキシプロピルトリメトキシシラン、ビニルトリアセ
トキシシラン、メチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、イソブチルトリ
メトキシシラン、ジメチルジメトキシシラン、ジメチルジエトキシシラン、トリメチルメ
トキシシラン、ヒドロキシプロピリトリメトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、
ｎ－ヘキサデシルトリメトキシシラン、ｎ－オクタデシルトリメトキシシラン等を例示す
ることができ、これらを一種または二種以上を用いることができる。
【０１２２】
また、上記トナー粒子には、従来より知られている種々のワックス類を離型剤または可塑
剤として用いることができる。このようなワックスとしては、例えば、パラフィンワック
ス、マイクロクリスタリンワックス、ペトロラクタム等の石油系ワックス及びその誘導体
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、モンタンワックス及びその誘導体、フィッシャートロプシュ法による炭化水素ワックス
及びその誘導体、ポリエチレンに代表されるポリオレフィンワックス及びその誘導体、カ
ルナバワックス、キャンデリラワックス等天然ワックス及びその誘導体などで、誘導体に
は酸化物や、ビニル系モノマーとのブロック共重合物、グラフト変性物を含む。さらには
、高級脂肪族アルコール、ステアリン酸、パルミチン酸等の脂肪酸、またはその化合物、
酸アミドワックス、エステルワックス、ケトン、硬化ヒマシ油及びその誘導体、植物系ワ
ックス、動物性ワックス等を例示することができ、これらを一種または二種以上を用いる
ことができる。
【０１２３】
上記ワックスは、示差熱分析における吸熱ピークが比較的低温にあると可塑性が発揮され
、低温定着性に優れるトナーが製造され、示差熱分析における吸熱ピークが比較的高い温
度にあると離型性が発揮され、画像耐久性に優れるトナーが製造される。従って使用する
ワックス類の種類及び配合量の選択については、これらの特性を考慮して適切に選択する
ことが望まれる。
【０１２４】
また、上記トナー粒子には、従来より知られている種々の着色剤が用いられる。このよう
な着色剤としては、磁性または非磁性無機化合物、公知の染料及び顔料等、より具体的に
は、例えば、コバルト、ニッケルなどの強磁性金属粒子、またはこれらにクロム、マンガ
ン、銅、亜鉛、アルミニウム、希土類元素などを加えた合金、ヘマタイトなどの粒子、チ
タンブラック、ニグロシン染料／顔料、カーボンブラック、フタロシアニン等を例示する
ことができ、これらを一種または二種以上用いることができる。これらの着色剤もまた、
磁性粉体と同様に表面を疎水処理して用いても良い。
【０１２５】
また、上記トナー粒子には、従来より知られている種々の荷電制御剤が用いられる。この
ような荷電制御剤としては、例えば、ネガ系荷電制御剤としてサリチル酸、アルキルサリ
チル酸、ジアルキルサリチル酸、ナフトエ酸、ダイカルボン酸の如き芳香族カルボン酸の
金属化合物、アゾ染料あるいはアゾ顔料の金属塩または金属錯体、スルホン酸またはカル
ボン酸基を側鎖に持つ高分子型化合物、ホウ素化合物、尿素化合物、ケイ素化合物、カリ
ックスアレーン等をネガ系荷電制御剤として例示することができ、これらを一種または二
種以上用いることができる。また、荷電制御剤としては、例えば、四級アンモニウム塩、
該四級アンモニウム塩を側鎖に有する高分子型化合物、グアニジン化合物、ニグロシン系
化合物、イミダゾール化合物等をポジ系荷電制御剤として例示することができ。これらを
一種または二種以上用いることができる。
【０１２６】
前記重合性単量体としては、従来より知られている種々の重合性単量体を使用することが
でき、例えば、スチレン、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレ
ン、ｐ－メトキシスチレン、ｐ－エチルスチレン等のスチレン系単量体、アクリル酸メチ
ル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、アクリル酸ｎ－
プロピル、アクリル酸ｎ－オクチル、アクリル酸ドデシル、アクリル酸２－エチルヘキシ
ル、アクリル酸ステアリル、アクリル酸２－クロルエチル、アクリル酸フェニル等のアク
リル酸エステル類、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ｎ－プロピ
ル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸ｎ－オクチル、メ
タクリル酸ドデシル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸ステアリル、メタ
クリル酸フェニル、メタクリル酸ジメチルアミノエチル、メタクリル酸ジエチルアミノエ
チル等のメタクリル酸エステル類、その他のアクリロニトリル、メタクリロニトリル、ア
クリルアミド等の単量体を例示することができ、これらの一種または二種以上を用いるこ
とができる。上述の単量体の中でも、スチレンまたはスチレン誘導体を少なくとも含むよ
うに上記単量体を使用することが、得られる磁性トナーの現像特性及び耐久性の点から好
ましい。
【０１２７】
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重合法でトナー粒子を製造する場合では、重合性単量体に比して極性の高い樹脂化合物を
単量体中に含ませることが好ましい。このような樹脂化合物を混合することにより、磁性
体やワックス類等の内包化が強くなり、耐オフセット性、耐ブロッキング性、低温安定性
等が向上する。このような樹脂化合物としては、例えば、アミノ基やカルボン酸基、水酸
基等の親水基を有する重合体やポリエステル樹脂等を例示することができ、これらを一種
または二種以上用いることができる。
【０１２８】
また、前記重合開始剤としては、従来より知られている種々の重合開始剤を使用すること
ができ、例えば、２ ,２ '－アゾビス－（２ ,４－ジメチルバレロニトリル）、２ ,２ '－ア
ゾビスイソブチロニトリル、１ ,１ '－アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）
、２ ,２ '－アゾビス－４－メトキシ－２ ,４－ジメチルバレロニトリル、アゾビスイソブ
チロニトリル等のアゾ系またはジアゾ系重合開始剤、ベンゾイルパーオキサイド、メチル
エチルケトンパーオキサイド、ジイソプロピルパーオキシカーボネート、クメンヒドロパ
ーオキサイド、２ ,４－ジクロロベンゾイルパーオキサイド、ラウロイルパーオキサイド
、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート等の過酸化物系重合開始剤等を例示
することができ、これらを一種または二種以上用いることができる。
【０１２９】
また、前記架橋剤としては、主として二個以上の重合可能な二重結合を有する化合物で従
来より知られている種々の架橋剤を使用することができ、例えば、ジビニルベンゼン、ジ
ビニルナフタレン等のような芳香族ジビニル化合物；例えばエチレングリコールジアクリ
レート、エチレングリコールジメタクリレート、１ ,３－ブタンジオールジメタクリレー
ト等のような二重結合を二個有するカルボン酸エステル；ジビニルアニリン、ジビニルエ
ーテル、ジビニルスルフィド、ジビニルスルホン等のジビニル化合物；及び三個以上のビ
ニル基を有する化合物等を例示することができ、これらを一種または二種以上用いること
ができる。
【０１３０】
また、前記分散安定剤として、従来より知られている種々の界面活性剤、有機分散剤、無
機分散剤等の分散安定剤を使用することができる。
上記界面活性剤としては、例えば、ドデシルベンゼン硫酸ナトリウム、テトラデシル硫酸
ナトリウム、ペンタデシル硫酸ナトリウム、オクチル硫酸ナトリウム、オレイン酸ナトリ
ウム、ラウリル酸ナトリウム、ステアリン酸ナトリウム、ステアリン酸カリウム等を例示
することができ、これらを一種または二種以上用いることができる。
【０１３１】
上記有機分散剤としては、例えば、ポリビニルアルコール、ゼラチン、メチルセルロース
、メチルヒドロキシプロピルセルロール、エチルセルロース、カルボキシメチルセルロー
スのナトリウム塩、ポリアクリル酸及びその塩、デンプン等を例示することができ、これ
らを一種または二種以上用いることができる。
【０１３２】
上記無機分散剤としては、例えば、燐酸カルシウム、燐酸マグネシウム、燐酸アルミニウ
ム、燐酸亜鉛等の燐酸多価金属塩、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム等の炭酸塩、メタ
硅酸カルシウム、硫酸カルシウム、硫酸バリウム等の無機塩、水酸化カルシウム、水酸化
マグネシウム、水酸化アルミニウム、シリカ、ベントナイト、アルミナ等の無機酸化物等
を例示することができ、これらを一種または二種以上用いることができる。
【０１３３】
本発明のトナーは、前述のように製造されたトナー粒子に少なくとも無機微粉体を外添す
ることにより構成される。この無機微粉体は、トナー粒子の流動性や帯電性を向上させる
ことを目的として添加される。
【０１３４】
上記無機微粉体は、従来より知られている種々の無機微粉体を使用することができる。こ
のような無機微粉体としては、例えば、シリカ、アルミナ、チタニアなどを例示すること
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ができ、これらを一種または二種以上用いることができる。より詳しくは、例えば、ケイ
酸微粉体としてはケイ素ハロゲン化物の蒸気相酸化により生成されたいわゆる乾式法又は
ヒュームドシリカと称される乾式シリカ、及び水ガラス等から製造されるいわゆる湿式シ
リカの両者が使用可能であるが、表面及びシリカ微粉体の内部にあるシラノール基が少な
く、またＮａ 2Ｏ、ＳＯ 3

2 -等の製造残滓の少ない乾式シリカの方が好ましい。また乾式シ
リカにおいては、製造工程において例えば、塩化アルミニウム、塩化チタン等他の金属ハ
ロゲン化合物をケイ素ハロゲン化合物と共に用いることによって、シリカと他の金属酸化
物の複合微粉体（複酸化物）を得ることも可能であり、前記無機微粉体はそれらも包含す
るものである。
【０１３５】
また、上記無機微粉体は、トナー全量に対して総量で０．１～３．０質量％配合されるこ
とが好ましい。無機微粉体の配合量が０．１質量％よりも小さいと、無機微粉体の外添に
よる効果（トナーの流動性や帯電性の向上等）が十分に発揮されないことがある。また、
無機微粉体の配合量が３．０質量％よりも大きいと、定着性が悪くなることがある。
【０１３６】
また、上記無機微粉体は、表面が疎水化処理されていることが好ましい。このような疎水
化処理に使用される処理剤としては公知の処理剤を使用することができ、特に限定されな
いが、例えば、シランカップリング剤やチタンカップリング剤等のカップリング剤による
疎水化処理を例示することができる。
【０１３７】
また、上記無機微粉体は、シリコーンオイルで疎水化処理されていることがより好ましい
。このような疎水化処理に使用されるシリコーンオイルとしては、例えば、ジメチルシリ
コーンオイル、メチルフェニルシリコーンオイル、α－メチルスチレン変性シリコーンオ
イル、クロルフェニルシリコーンオイル、フッ素変性シリコーンオイル等を例示すること
ができ、これらを一種または二種以上用いることができる。
【０１３８】
本発明に用いられるトナーの平均円形度は、粒子の形状を定量的に表現する簡便な方法と
して用いたものであり、本発明では東亜医用電子製フロー式粒子像分析装置「ＦＰＩＡ－
１０００」を用いて測定を行い、３μｍ以上の円相当径の粒子群について測定された各粒
子の円形度（Ｃｉ）を下式（１）によりそれぞれ求め、さらに下式（２）で示すように測
定された全粒子の円形度の総和を全粒子数（ｍ）で除した値を平均円形度（Ｃａ）と定義
する。
【０１３９】
【数４】
　
　
　
　
【数５】
　
　
　
　
【０１４０】
なお、本発明で用いている測定装置である「ＦＰＩＡ－１０００」は、各粒子の円形度を
算出後、平均円形度の算出に当たって、粒子を得られた円形度によって、円形度０．４０
～１．００を６１分割したクラスに分け、分割点の中心値と頻度を用いて平均円形度の算
出を行う算出法を用いている。しかしながら、この算出法で算出される平均円形度の値と
、上述した各粒子の円形度を直接用いる算出式によって算出される平均円形度の値との誤
差は、非常に少なく、実質的には無視出来る程度のものであり、本発明においては、算出
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時間の短絡化や算出演算式の簡略化の如きデータの取り扱い上の理由で、上述した各粒子
の円形度を直接用いる算出式の概念を利用し、一部変更したこのような算出法を用いても
良い。
【０１４１】
具体的な測定方法としては、界面活性剤を約０．１ｍｇ溶解している水１０ｍＬに現像剤
約５ｍｇを分散させて分散液を調整し、超音波（２０ｋＨｚ、５０Ｗ）を分散液に５分間
照射し、分散液濃度を５０００～２万個／μＬとして、前記装置により測定を行い、３μ
ｍ以上の円相当径の粒子群の平均円形度を求める。
【０１４２】
本発明における平均円形度とは、現像剤の凹凸の度合いの指標であり、現像剤が完全な球
形の場合１．０００を示し、現像剤の表面形状が複雑になるほど平均円形度は小さな値と
なる。
【０１４３】
なお、本測定において３μｍ以上の円相当径の粒子群についてのみ円形度を測定する理由
は、３μｍ未満の円相当径の粒子群にはトナー粒子とは独立して存在する外部添加剤の粒
子群も多数含まれるため、その影響によりトナー粒子群についての円形度が正確に見積も
れないからである。
【０１４４】
本発明において磁性トナーの磁化の強さは、振動型磁力計ＶＳＭ　Ｐ－１－１０（東英工
業社製）を用いて、２５℃の室温にて外部磁場７９．６ｋＡ／ｍで測定した。
【０１４５】
「本発明の画像形成装置及び画像形成方法」
本発明の画像形成装置は、前述したａ－Ｓｉ感光体及び帯電手段と、像露光を行うことに
よりａ－Ｓｉ感光体上に静電潜像を形成する潜像形成手段と、静電潜像をａ－Ｓｉ感光体
上で前記トナーによって可視化する現像手段と、可視化像を転写材に転写する転写手段と
を有する。
【０１４６】
前記潜像形成手段は、特に限定されず、従来より知られている種々の潜像形成手段を用い
ることができる。このような潜像形成手段としては、例えば、レーザー光を利用するもの
や、ＬＥＤを利用するもの等を例示することができる。
【０１４７】
前記現像手段は、ａ－Ｓｉ感光体に前記トナーを供給することのできる現像手段であれば
良く、公知の現像手段を用いることができる。現像手段は、ａ－Ｓｉ感光体へのトナーの
供給のみならず、可視化像を転写材上に転写した後にａ－Ｓｉ感光体上に残留したトナー
を回収するクリーニング手段を兼ねる現像手段であると、独立したクリーニング手段を画
像形成装置に設ける必要がないことから、画像形成装置の小型化を達成することができる
。また、クリーニング手段を兼ねる現像手段であると、トナーの再利用が達成されること
から、エコロジーの観点からも好ましい。
【０１４８】
クリーニング手段を兼ねる現像手段は、現像手段とａ－Ｓｉ感光体との対向部である現像
部における電位差を利用してトナーを授受する構成とすることにより実現できる。このよ
うな現像手段としては、例えば、トナーを収容する現像容器と、現像容器の開口部に回転
自在に設けられ内部に磁界発生手段を有する非磁性かつ導電性の現像スリーブと、現像ス
リーブ上に担持されるトナーの層圧を規制する現像ブレードと、現像スリーブに現像バイ
アスを印加する電源とを有する現像手段を例示することができる。
【０１４９】
また、本発明に用いられる現像手段は、上記のようにクリーニング手段を兼ねるだけでな
く、前記導電性微粉体の供給手段としての機能を兼ねることができる。すなわち、現像手
段に導電性微粉体とトナーとを収容し、導電性微粉体がトナーの表面に付着している状態
にする。そして、ａ－Ｓｉ感光体へのトナーの供給に伴い導電性微粉体をａ－Ｓｉ感光体
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に供給する。
【０１５０】
ａ－Ｓｉ感光体に供給されたトナー及び導電性微粉体は、転写手段との対向部である転写
ニップ部に搬送されるが、転写ニップ部ではトナーのみが転写材へ移行し、導電性微粉体
はａ－Ｓｉ感光体上に残留する。従って、導電性微粉体はそのまま感光体によって帯電手
段まで搬送され、前述した帯電部材の表面に担持される。このように、現像手段に導電性
微粉体とトナーとをともに収容することにより、導電性微粉体の供給手段を兼ねる現像手
段とすることができる。
【０１５１】
前記転写手段は、静電潜像に対向してａ－Ｓｉ感光体上に付着したトナーを転写材に転写
することのできる転写手段であれば特に限定されず、公知の転写手段を用いることができ
る。このような転写手段としては、例えば、転写バイアスを印加することにより、現像に
供されたトナーを静電的にａ－Ｓｉ感光体上から転写材上へ移行させる転写手段等を例示
することができる。
【０１５２】
本発明の画像形成方法は、前述したａ－Ｓｉ感光体を前記帯電手段により接触帯電し、帯
電されたａ－Ｓｉ感光体上に静電潜像を形成し、前記トナーによって該静電潜像を可視化
することを特徴とする画像形成方法である。本発明の画像形成方法は、上記のような帯電
工程及び現像工程が行われる方法であれば良く、その後の転写工程や定着工程等について
は特に限定されず、公知の技術を利用することができる。
以下、本発明の画像形成装置及び画像形成方法について、その一例を図示し説明する。
【０１５３】
図７は本発明の画像形成装置及び画像プロセスの一例を示す概略図であって、電子写真感
光体７０１は最表面の算術平均粗さＲａが１００ｎｍ以下のａ－Ｃ：Ｈ表面層を有するａ
－Ｓｉ感光体であり、矢印方向Ｘに回転する。電子写真感光体７０１の周辺には、本発明
によるところの導電性微粉体を表面に付着させた弾性ローラー帯電器７０２、静電潜像形
成部位７０３、現像器７０４、転写紙供給系７０５、転写ローラー７０６、クリーニング
ローラー７０７、搬送系７０８、除電光源７０９等が配設されている。
【０１５４】
以下、さらに具体的に画像形成プロセスを説明すると、電子写真感光体７０１はマイナス
のＤＣ電圧を印加した粒子を介在させた弾性ローラー帯電器７０２により一様に帯電され
る。これに、スキャナーで読み込んだ画像情報やコンピューターから入力された画像情報
によって駆動される半導体レーザー７１０から発されたレーザー光がポリゴンミラー７１
３で反射し、レンズユニット７１７のレンズ７１８によって結像され、ミラー７１６を経
由し、電子写真感光体７０１上に導かれて投影され、静電潜像が形成される。この潜像に
現像器７０４からネガ極性トナーが供給されてトナー像が形成される。
【０１５５】
一方、転写紙供給系７０５を通って、レジストローラー７２２によって先端タイミングを
調整され、電子写真感光体７０１方向に供給される転写材Ｐは高電圧を印加した転写ロー
ラー７０６と電子写真感光体７０１の間隙において背面から、トナーとは逆極性の電界を
与えられ、これによって電子写真感光体表面のトナー像は転写材Ｐに転写する。次いで、
転写材Ｐは転写搬送系７０８を通って定着装置７２４に至り、トナー像が定着されて装置
外に搬出される。
【０１５６】
電子写真感光体７０１上に残留するトナーは弾性ローラー帯電器７０２を経由した後、現
像器７０４によって回収される。残留する静電潜像は除電光源７０９によって消去される
。
【０１５７】
【実施例】
以下、実施例により本発明の効果を具体的に説明する。なお、本発明はこれらの実施例に
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限定されるものではない。また、本実施例で「部」とは質量部である。
【０１５８】
＜実施例１＞
図２に示すＲＦプラズマＣＶＤ法によるａ－Ｓｉ感光体の製造装置を用い、鏡面加工を施
したアルミニウムシリンダー上に、表１に示す条件で電荷注入阻止層、光導電層、バッフ
ァ層を積層した。さらにその上に表２の作製条件でａ－Ｃ：Ｈからなる表面層を積層する
ことでマイナス帯電で用いられる感光体を合計６本作製した。なお、ＲＦの周波数は１３
．５６ＭＨｚを用いた。
同時に、表２の作製条件によって表面層のサンプルをＳｉウェハー上に製膜し、赤外分光
光度計により赤外吸収スペクトルを測定した。そして２９２０ｃｍ - 1付近に現れるＣ－Ｈ
ｎの吸収ピークの面積と膜厚から膜中水素量を求めた。その結果、炭素膜全量に対する水
素量［Ｈ／（Ｃ＋Ｈ）］は４５原子％であった。
こうして得られた感光体に対して、図４に示した表面研磨装置を用いて、算術平均粗さＲ
ａを５ｎｍ～１００ｎｍに変化させた。
【０１５９】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１６０】
【表２】
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【０１６１】
次に、次の手順で重合トナー（１）を作製した。
イオン交換水７０９ｇに０．１Ｍ－Ｎａ 3ＰＯ 4水溶液４５１ｇを投入し６０℃に加温した
後、１．０Ｍ－ＣａＣｌ 2水溶液６７．７ｇを徐々に添加してＣａ 3（ＰＯ 4） 2を含む水系
媒体を得た。
【０１６２】
スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　  ８０部
ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　  ２０部
不飽和ポリエステル樹脂　　　　　　　　　　　  ２部
飽和ポリエステル樹脂　　　　　　　　　　　　  ３部
負荷電性制御剤（モノアゾ染料系のＦｅ化合物）  １部
表面処理疎水化磁性体　　　　　　　　　　　  ９０部
上記処方をアトライター（三井三池化工機（株））を用いて均一に分散混合した。この単
量体組成物を６０℃に加温し、そこにベヘニン酸ベヘニルを主体とするエステルワックス
（ＤＳＣにおける吸熱ピークの極大値７２℃）６部を添加混合溶解し、これに重合開始剤
２，２ '－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）［ｔ 1/2＝１４０分，６０℃条件
下］５ｇを溶解した。
【０１６３】
前記水系媒体中に上記重合性単量体系を投入し、６０℃、Ｎ 2雰囲気下においてＴＫ式ホ
モミキサー（特殊機化工業（株））にて１０，０００ｒｐｍで１５分間撹拌し、造粒した
。その後パドル撹拌翼で撹拌しつつ、６０℃で６時間反応させた。その後液温を８０℃と
し、更に４時間撹拌を続けた。反応終了後、８０℃で更に２時間蒸留を行い、その後、懸
濁液を冷却し、塩酸を加えてＣａ 3（ＰＯ 4） 2を溶解し、濾過，水洗，乾燥して重量平均
粒径６．５μｍのトナー粒子を得た。
【０１６４】
このトナー粒子１００部と、一次粒径８ｎｍのシリカにヘキサメチルジシラザンで表面を
処理し処理後のＢＥＴ値が２５０ｍ 2／ｇの疎水性シリカ微粉体１．２部、及び酸化亜鉛
微粉体２部とをヘンシェルミキサー（三井三池化工機（株））で混合して、重合トナー（
１）を調製した。
【０１６５】
得られた現像剤の平均円形度は０．９８３、磁場７９．６ｋＡ／ｍにおける磁化の強さは
、２８Ａｍ 2／ｋｇであった。
【０１６６】
ここで使用した酸化亜鉛微粉体は、一次粒子径０．１～０．３μｍの酸化亜鉛一次粒子を
圧力により造粒し、得られた粒子を風力分級して得られたもので、体積平均粒径が１．５
μｍ、粒度分布における０．５μｍ以下が３５体積％、５μｍ以上が０個数％の微粒子（
抵抗１５００Ω・ｃｍ、透過率３５％）である。この酸化亜鉛微粉体は、走査型電子顕微
鏡にて３０００倍及び３万倍で観察したところ、０．１～０．３μｍの酸化亜鉛一次粒子
と１～４μｍの凝集体からなっていた。
【０１６７】
以上の手順で作製したａ－Ｓｉ感光体、重合トナー（１）を図５に示した粒子を介在させ
た弾性ローラー帯電器を用いた図７の画像形成装置にセットした。
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【０１６８】
帯電部材５０２は直径６ｍｍ、長さ２６４ｍｍのＳＵＳローラーを芯金とし、芯金上にウ
レタン樹脂、導電性粒子としてのカーボンブラック、硫化剤、発泡剤を処方した中抵抗の
発泡ウレタン層をローラ状に形成し、さらに切削研磨し形状及び表面性を整え、可撓性部
材として直径１２ｍｍ、長さ２３４ｍｍの帯電ローラーを作製した。得られた帯電ローラ
ーは、抵抗が１０ 5Ω・ｃｍであり、硬度は、アスカーＣ硬度で３０度であった。
【０１６９】
この画像形成装置においては、導電性微粉体は重合トナー（１）に添加されており、感光
体５０３表面に残留した導電性微粉体５０５が帯電部材５０２に達し、供給されるように
なっている。プロセススピードは４００ｍｍ／ｓ、感光体と弾性ローラー帯電器の相対速
度は逆方向２００％とした。
【０１７０】
評価は以下の手順に従って、削れ量、画像カブリ、画像のガサツキ、ハーフトーンムラ、
画像流れについて行った。
【０１７１】
（削れ量）
Ａ４紙を用いて１０万枚通紙耐久を行った。この際、耐久前後の表面層の膜厚を干渉式膜
厚計で測定し、その削れ量を測定した。そして、次の基準を設けて４段階に評価した。
◎ ... 測定誤差内で削れ量は検出されず、非常に良好
○ ... 削れ量は５％以下であり、良好
△ ... 削れ量は５％を越えたが、実用上、問題のないレベル
× ... 顕著な削れが発生した
【０１７２】
（画像カブリ評価方法）
左半分がベタ黒、右半分がベタ白の原稿を用意し、ベタ黒部をコピーした直後にベタ白部
をコピーすることで画像カブリの発生しやすい状況を作り出した。次に「ＲＥＦＬＥＣＴ
ＭＥＴＥＲ　ＭＯＤＥＬ　ＴＣ－６ＤＳ」（東京電色社製）により複写画像の白地部分の
白色度と転写紙の白色度を測定し、その差から、カブリ濃度（％）を算出し、画像カブリ
を評価した。フィルターには、グリーンフィルターを用いた。
◎ ... 非常に良好（１．０％未満）
○ ... 良好（１．０％以上乃至２．０％未満）
△ ... 実用上問題なし（２．０％以上乃至３．０％未満）
× ... やや難あり（３．０％以上）
【０１７３】
（画像のガサツキ）
人物画像のサンプルチャートをコピーし、得られた複写画像を目視、１０倍ルーペで点検
した。そして、次の基準を設けて４段階に評価した。
◎ ... １０倍のルーペで観察してもガサツキはなく、非常に良好
○ ... １０倍のルーペで僅かにガサツキが観察されるが、目視では見えず、良好
△ ... 目視でかすかにガサツキが見られる部分もあるが、実用上、問題ないレベル
× ... 目視で顕著にガサツキが見られる
【０１７４】
（ハーフトーンムラ）
ハーフトーンチャートをコピーし、この画像の画像濃度を感光体の軸方向に５点測定し、
評価した。但し、画像濃度の測定は、画像濃度計（Ｍａｃｂｅｔｈ　ＲＤ９１４）を用い
て測定した。評価基準は次の通りである。
◎ ...　　濃度のばらつきが１０％未満で非常に良好
○ ...　　濃度のばらつきが１０％以上、１５％未満で良好
△ ...　　濃度のばらつきが１５％以上、２０％未満
× ...　　濃度のばらつきが２０％以上
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【０１７５】
（画像流れ）
Ａ４コピー用紙１０万枚の耐久後、環境条件を３５℃／８５％に変更し、一昼夜放置し、
次の朝一番に画像出しを行い画像流れの評価を行った。但し、この際、感光体を加熱する
加温手段は使用せず、室温に保持した状態で行った。
【０１７６】
画像は白地に全面文字よりなるキヤノン製テストチャート（部品番号：ＦＹ９－９０５８
）を使用し、得られたコピー画像を観察し、画像上の細線がぼけていないか評価した。但
しこの時画像上でむらがある時は、全画像領域で評価し一番悪い部分の結果を示した。
◎ ... ルーペで観察しても画像流れは全く見られず、非常に良好
○ ... ルーペで観察すると分かる程度の滲みはあるが、文字の判読には全く支障がなく良
好
△ ... 画像流れが発生し、一部の文字に滲みが見られるが、実用上問題なし
× ... 画像流れがひどく、一部の文字が判別できない
【０１７７】
＜比較例１＞
図２に示すＲＦプラズマＣＶＤ法によるａ－Ｓｉ感光体の製造装置を用い、鏡面加工を施
したアルミニウムシリンダー上に、表１に示す条件で電荷注入阻止層、光導電層、バッフ
ァ層を積層した。さらにその上に表２の作製条件でａ－Ｃ：Ｈからなる表面層を積層する
ことで感光体を合計２本作製した。なお、ＲＦの周波数は１３．５６ＭＨｚを用いた。
こうして得られた感光体に対して、図４に示した表面研磨装置を用いて、算術平均粗さＲ
ａを１２０ｎｍ、１４０ｎｍに制御した。
その他の条件は実施例１と同様とし、同様の評価を行った。
【０１７８】
＜比較例２＞
図２に示すＲＦプラズマＣＶＤ法によるａ－Ｓｉ感光体の製造装置を用い、鏡面加工を施
したアルミニウムシリンダー上に、表１に示す条件で電荷注入阻止層、光導電層、バッフ
ァ層を積層した。さらにその上に表３の作製条件でａ－ＳｉＣからなる表面層を積層する
ことで感光体を作製した。なお、ＲＦの周波数は１３．５６ＭＨｚを用いた。
同時に、表３の作製条件によって表面層のサンプルをＳｉウェハー上に製膜し、赤外分光
光度計により赤外吸収スペクトルを測定した。そして２９２０ｃｍ - 1付近に現れるＣ－Ｈ
ｎの吸収ピークの面積と膜厚から求めた膜中水素量と、２０００ｃｍ - 1付近に現れるＳｉ
－Ｈｎの吸収ピークの面積と膜厚から求めた膜中水素量を合計することで膜中水素量を求
めた。その結果、炭素膜全量に対する水素量［Ｈ／（Ｃ＋Ｈ）］は４２原子％であった。
こうして得られた感光体に対して、図４に示した表面研磨装置を用いて、算術平均粗さＲ
ａを２０ｎｍに制御した。
その他の条件は実施例１と同様とし、同様の評価を行った。
【０１７９】
【表３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１８０】
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実施例１、比較例１、比較例２の結果をまとめて表４に示す。表４の結果からａ－Ｃ：Ｈ
表面層からなる感光体と接触帯電、重合トナーを組み合わせた場合、算術平均粗さＲａを
１００ｎｍ以下にすることで非常に良好な結果が得られることが分かる。
【０１８１】
【表４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１８２】
＜実施例２＞
図２に示すＲＦプラズマＣＶＤ法によるａ－Ｓｉ感光体の製造装置を用い、鏡面加工を施
したアルミニウムシリンダー上に、表１に示す条件で電荷注入阻止層、光導電層、バッフ
ァ層を積層した。さらにその上に表２の作製条件でａ－Ｃ：Ｈからなる表面層を積層する
ことで感光体を作製した。
こうして得られた感光体に対して、表５に示した条件で表面をエッチングし、算術平均粗
さＲａを５０ｎｍに制御した。なお、感光体の製造、エッチングともにＲＦの周波数は１
３．５６ＭＨｚを用いた。
【０１８３】
【表５】
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１８４】
次に、次の手順で重合トナー（２）を作製した。
まず、重合トナー（１）と同様の手法により重量平均粒径６．４μｍのトナー粒子を得た
。
このトナー粒子１００部と、一次粒径１２ｎｍのシリカにヘキサメチルジシラザン処理し
た後シリコーンオイルで処理し、処理後のＢＥＴ値が１４０ｍ 2／ｇの疎水性シリカ微粉
体１．２部、及び酸化亜鉛微粉体２部とをヘンシェルミキサー（三井三池化工機（株））
で混合して、重合トナー（２）を調製した。
【０１８５】
以上の手順で作製したａ－Ｓｉ感光体、重合トナー（２）を、実施例１と同様の図５に示
した粒子を介在させた弾性ローラー帯電器を用いた図７の画像形成装置にセットした。
プロセススピードは４００ｍｍ／ｓ、感光体とスポンジローラー帯電器の相対速度は逆方
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向２２０％とした。
【０１８６】
評価は実施例１と同様の手順によって行った。さらに、本発明では、Ａ４通紙１０万枚の
耐久前後で弾性ローラー帯電部材の外径を測定し、摩耗量を調べた。評価基準は次の通り
とした。
◎ ...外径の減少率が２％未満で非常に良好
○ ...外径の減少率が２％以上、５％未満で良好
△ ...外径の減少率が５％以上、１０％未満で実用上問題なし
× ...外径の減少率が１０％以上
【０１８７】
＜比較例３＞
図２に示すＲＦプラズマＣＶＤ法によるアモルファスシリコン感光体の製造装置を用い、
鏡面加工を施したアルミニウムシリンダー上に、表１に示す条件で電荷注入阻止層、光導
電層、バッファ層を積層した。さらにその上に表３の作製条件でａ－ＳｉＣからなる表面
層を積層することで感光体を作製した。
こうして得られた感光体に対して、表５に示した条件で表面をエッチングし、算術平均粗
さＲａを５０ｎｍに制御した。なお、感光体の製造、エッチングともにＲＦの周波数は１
３．５６ＭＨｚを用いた。
こうして得られた感光体を、実施例３と同様の構成の画像形成装置にセットし、同様の条
件で評価を行った。
【０１８８】
実施例２、比較例３の結果をまとめて表６に示す。表６の結果からａ－Ｃ：Ｈ表面層から
なる感光体と接触帯電を組み合わせた場合、弾性ローラーの摩耗が抑えられる効果がある
ことが分かる。
【０１８９】
【表６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１９０】
＜実施例３＞
図３に示すＶＨＦプラズマＣＶＤ法によるａ－Ｓｉ感光体の製造装置を用い、鏡面加工を
施したアルミニウムシリンダー上に、表７に示す条件で電荷注入阻止層、光導電層、バッ
ファ層、表面層を積層した。
同時に、実施例１と同様の方法で表面層の水素含有量を求めた。その結果、炭素膜全量に
対する水素量［Ｈ／（Ｃ＋Ｈ）］は５８原子％であった。
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【０１９１】
【表７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１９２】
こうして得られた感光体に対して、表８に示した条件で表面をエッチングし、算術平均粗
さＲａを３０ｎｍに制御した。なお、感光体の製造、エッチングともにＶＨＦの周波数は
１０５ＭＨｚを用いた。
【０１９３】
【表８】
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【０１９４】
こうして得られた感光体を、図６に示した構成の粒子を介在させた弾性ローラー帯電器を
用いた図７の画像形成装置にセットし、重合トナー（１）と組み合わせて実施例１と同様
の評価を行った。図６の画像形成装置では導電性微粉体６０５はスポンジローラー６０２
上部に設けられた補給装置６０７によって供給される仕組みとなっている。
【０１９５】
評価結果を表９に示す。表９の結果から、ＶＨＦにより作製したａ－Ｃ：Ｈ表面層を有す
るａ－Ｓｉ感光体を用いても、また、導電性微粉体が補給装置によって供給される画像形
成装置においても、本発明は同様に効果が得られることが判明した。
【０１９６】
【表９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１９７】
【発明の効果】
本発明によれば、少なくとも水素を含有する非単結晶炭素膜から成り、かつ、表面の１０
μｍ×１０μｍの範囲における算術平均粗さ（Ｒａ）が０乃至１００ｎｍの範囲である表
面層と、光導電層とを導電性基体上に形成した電子写真感光体を用い、導電性微粉体と、
この導電性微粉体を表面に担持する帯電部材とを有する帯電手段によって、該導電性微粉
体が該電子写真感光体と当接部を形成し、該帯電部材に電圧を印加することによって該電
子写真感光体を帯電し、静電潜像を可視化するにあたり、少なくとも結着樹脂及び磁性体
を含有するトナー粒子と、無機微粉体とを含み、平均円形度が０．９５０乃至１．０００
である磁性トナーであって、７９．６ｋＡ／ｍ下における飽和磁化が１０乃至５０Ａｍ 2

／ｋｇである磁性トナーを用いる構成としたことから、画像流れが発生せず、画像カブリ
が少なく、きわめて鮮明な画像が安定して得られ、廃トナーレスで、感光体削れの発生し
ない、長寿命の画像形成装置及び画像形成方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の画像形成装置に用いられる電子写真感光体の一例を示す模式的断面図で
ある。
【図２】本発明の電子写真感光体を形成するための堆積装置の一例を示す模式的断面図で
ある。
【図３】本発明の電子写真感光体を形成するための堆積装置の他例を示す模式的断面図で
ある。
【図４】本発明の電子写真感光体の算術平均粗さを調整するための表面研磨装置の一例を
示す図である。
【図５】本発明の画像形成装置に用いられる接触帯電装置の一例を示す模式的断面図であ
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る。
【図６】本発明の画像形成装置に用いられる接触帯電装置の他例を示す模式的断面図であ
る。
【図７】本発明の画像形成装置の一例を示す模式的断面図である。
【符号の説明】
１０１　導電性基体
１０２　光導電層
１０３　表面層
１０４　下部阻止層
１０５　バッファ層
２１００、３１００　堆積装置
２１１０、３１１０　製膜炉
２１１１、３１１１　カソード電極
２１１２、３１１２　導電性基体
２１１３、３１１３　導電性基体加熱用ヒーター
２１１４　原料ガス導入管
２１１５、３１１５　高周波マッチングボックス
２１１６　ガス供給配管
２１１７　リークバルブ
２１１８　メインバルブ
２１１９　真空計
２１２０　高周波電源
２１２１　絶縁材料
２１２３　導電性受け台
２２００　原料ガス供給装置
２２１１～２２１６　マスフローコントローラー
２２２１～２２２６　原料ガスボンベ
２２３１～２２３６　バルブ
２２４１～２２４６　流入バルブ
２２５１～２２５６　流出バルブ
２２６０　補助バルブ
２２６１～２２６６　圧力調整器
３１２０　回転モーター
３１２１　排気口
３１３０　放電領域
４００　ａ－Ｓｉ感光体
４２０　弾性支持機構
４３０　加圧弾性ローラ
４３１　研磨テープ
４３２　送り出しロール
４３３　巻き取りロール
４３４　定量送りだしロール
４３５　キャプスタンローラ
４４０　基部
４４１　位置調整手段
５０１、６０１　芯金
５０３、６０３　感光体
５０４、６０４　電圧印加手段
５０６、６０６　現像器
６０２　帯電部材
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５０５、６０５　導電性微粉体
６０７　導電性微粉体補給手段
７０１　電子写真感光体
７０２　弾性ローラー帯電器
７０３　静電潜像形成部位
７０４　現像器
７０５　転写紙供給系
７０６　転写ローラー
７０７　クリーニングローラー
７０８　搬送系
７０９　除電光源
７１０　半導体レーザー
７１３　ポリゴンミラー
７１６　ミラー
７１７　レンズユニット
７１８　レンズ
７１９　給紙ガイド
７２０　ブランク露光ＬＥＤ
７２１　クリーニングブレード
７２２　レジストローラー
７２４　定着器

10

20

【 図 １ 】 【 図 ２ 】

(34) JP 3854796 B2 2006.12.6



【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】
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